
参考資料１ 

【委員のみ配布】 

第１回厚生科学審議会化学物質制度改正検討部会化学物質審査規制制度の見直しに関する専門委員会 

第１回産業構造審議会化学・バイオ部会化学物質管理企画小委員会 

第８回中央環境審議会環境保健部会化学物質環境対策小委員会 合同会合 

（第１回化審法見直し合同委員会） 

議事録 

 

１．日時：平成２０年１月３１日（木） ９：３０～１２：００ 

 

２．場所：虎ノ門パストラルホテル 鳳凰東 

 

３．出席委員（五十音順） 

赤松委員、浅田委員、有田委員、板倉委員、井上委員、江馬委員、大塚委員、織委員、

加藤委員、神山委員、亀屋委員、奥村氏（河内委員代理）、菅野委員、北野委員、北村委

員、小出委員、佐藤委員、実平委員、篠原委員、白石委員、関澤委員、辰巳委員、徳永

委員、中杉委員、中地委員、中西委員、新美委員、西原委員、林委員、増沢委員、御園

生委員、宮田委員、安井委員、吉岡委員、若林委員 

 

４．議事 

○委員長の選出手続等について 

（１）化審法見直しに係る審議の趣旨について 

（２）ワーキンググループ（ＷＧ）等の設置について 

（３）化審法の概要及び施行状況について 

（４）化学物質管理に係る国際動向について 

（５）化審法見直し合同ＷＧにおける検討課題について 

（６）その他 

 

５．議事録 

○獅山化学物質管理課長  おはようございます。時間がまいりましたので、ただいまか

ら第１回厚生科学審議会化学物質制度改正検討部会化学物質審査規制制度の見直しに関す

る専門委員会、第１回産業構造審議会科学・バイオ部会化学物質管理企画小委員会、第８



回中央環境審議会環境保健部会化学物質環境対策小委員会の第１回合同会合を開催したい

と思います。 

 本日を含めまして、今後とも本会合は３つの委員会の合同会合という形態で進めてまい

りたいと考えております。よって、正式名称が非常に長くなりますことから、もし差し支

えなければ、通称名を化審法見直し合同委員会とさせていただければと思います。 

 なお、合同会合の議事進行担当の事務局は、関係３省による持ち回りとさせていただく

ことにいたしまして、本日は経済産業省が務めさせていただきます。 

 本日は、いずれの審議会も開催に必要な定足数を満たしており、それぞれの審議会は成

立していることをご報告いたします。 

 本日は、３省合同委員会の第１回の会合となりますことから、議事に先立ちまして、経

済産業省の細野製造産業局長、そして環境省の石塚環境保健部長より、それぞれごあいさ

つを申し上げます。なお、厚生労働省の黒川審議官は、国会のためちょっとおくれてまい

るということでございます。よろしくお願いいたします。 

 まず、経済産業省、細野製造産業局長、よろしくお願いします。 

○細野製造産業局長  皆さん、おはようございます。第１回の化審法見直し合同委員会

の開催に当たりまして、経済産業省の事務局を代表いたしまして、一言ごあいさつを申し

上げます。 

 本日は、皆さん大変お忙しい中、早朝からご参集いただきまして、まことにありがとう

ございます。また、日ごろからいろいろな分野で化学物質の管理について、それぞれのお

立場でご尽力いただいておりますことにつきましても、この場をおかりしましてお礼を申

し上げたいと思います。 

 化学物質は産業の基本的なベースでございまして、大変有用なものでございますけれど

も、他方、有用性のもとになる化学的特性は、１つ間違えますと、人の健康とか生態系に

対する影響が大変大きいということは、皆様ご承知のとおりでございます。このようなこ

とから、いかに、より適正に、かつ化学物質の管理を行っていくかということが喫緊の課

題になってきております。ちょうど昨日はギョーザの問題で農薬云々という話も出て、こ

れは化審法の対象ではないようでございますけれども、これも文明社会の一側面がいみじ

くも出たかと思っております。 

 これからこの合同委員会でご審議いただくことになります化審法につきましては、これ

も釈迦に説法でございますが、設立の経緯から申し上げますと、もともとはＰＣＢのよう
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な物質の製造・輸入をどうやって規制していくかというところから始まっておりますけれ

ども、その後は時代の背景変化、あるいは数次のご議論の中で、現在においては、今申し

上げましたように、化学物質をいかに適正に管理するかということに中心的なウエートが

置かれた体系になってきております。 

 また、今回の化審法を含む化学物質管理の見直しをお願いするわけでございますけれど

も、基本的な背景としては、2002年のヨハネスブルグサミットで合意されました化学物質

管理に関する中期目標がございます。我が国においても、これに適切に対応していかなけ

ればいけないということでございます。既にご承知のとおり、ヨーロッパにおきましては、

この目標に対して対応していくという一環でＲＥＡＣＨが発効しておりまして、ことし６

月から予備登録が始まるという段階にございます。 

 国際的な環境、あるいは事象はどんどん変化しておりますけれども、この中で、我が国

の化学物質管理の仕組みをどうやって適正に担保していくか。そのために、産業界、国民、

あるいは行政がどうやって適切に役割分担をしていくかということについて、改めてきち

んと議論をしていく必要があるだろうと思っております。時あたかも福田総理大臣は、国

民の安全・安心の確保という視点を強調しておられますけれども、これはまさに時代の要

請でございますし、また、もっと長いスパンで着実に確保していかなければいけない重要

な課題だと思っております。 

 化審法に先立ちまして、昨年８月には化管法の制度見直しに関して報告書をまとめたと

ころでございますけれども、その内容も含めまして、今後、我が国としての化学物質管理

の正しい、あるいは適切なルールと手法について考えていくわけでございます。その際に

は、当然のことでございますけれども、国際的な議論においても十分可能な整合的なもの

であること、それから、それが経済や社会のグローバル化に反するようなものにならない

ことに留意することは、当然のことと考えております。アジアとの関係が密接な我が国に

とりましては、こうした観点は格別に重要であると思っております。 

 我が国における化学物質の管理、あるいは検討の取り組みにつきましては、まさにこの

広い合同委員会の議場が象徴しておりますように、厚生労働省、弊省、環境省の３省が共

同して、一体として連携してやっていくということでございます。行政庁間の連携も、こ

ういった形でしっかりと保ちながら事に当たっていきたいと思っております。事務局とし

ても、このような体制で臨む所存でございますので、委員各位におかれましては、今後と

も忌憚のないご意見を聞かせていただきまして、先ほど申し上げた我が国の適切な化学物
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質管理について活発なご議論をちょうだいできればと思います。よろしくお願い申し上げ

ます。ありがとうございました。 

○獅山化学物質管理課長  引き続きまして、環境省の石塚環境保健部長からごあいさつ

を賜ります。 

○石塚環境保健部長  おはようございます。環境保健部長の石塚でございます。環境省

を代表いたしまして、私から第１回の会合に当たりましてごあいさつ申し上げたいと思い

ます。 

 委員の皆様方には、日ごろから環境保健行政の推進に当たりまして、格段のご高配を賜

っていることにつきまして、この場をおかりし、厚く御礼を申し上げる次第でございます。 

 中央環境審議会におきましては、平成18年11月、環境大臣より「今後の化学物質環境対

策の在り方について」諮問されたことを受けまして、環境保健部会に化学物質環境対策小

委員会を設置し、産業構造審議会と合同でご審議をいただいてまいりました。昨年８月、

化学物質排出把握管理促進法の見直しに関する中間答申をいただきまして、今後はさらに

化学物質審査規制法を中心に審議を行うべきとされたところでございます。 

 化学物質審査規制法、いわゆる化審法につきましては、平成15年改正により、生態系へ

の影響に着目した規制や暴露を考慮した新規化学物質の事前審査制度などが導入され、そ

の際、法施行５年後に見直しを行うとの規定が設けられております。平成21年がその見直

しの時期となっておりまして、15年改正で導入されました措置を含め、法の施行状況をレ

ビューし、必要な見直しについてご審議いただきたいと考えているところでございます。 

 さらに、平成18年４月に策定されました第３次環境基本計画におきましては、今後の化

学物質環境対策について、科学的なリスク評価、多様な手法を用いたリスク管理、リスク

コミュニケーションの推進、国際調和・国際協力という基本的な方向が示されているとこ

ろであります。こうした基本的な方向に沿って、欧州の新たな化学物質規制でありますＲ

ＥＡＣＨ規則、北米その他の各国の取り組みなどの国際的な動向を踏まえ、我が国の産業

界や消費者のニーズに対応した化学物質審査規制制度の望ましいあり方について、活発な

ご審議をいただきたいと考えているところでございます。 

 今般のご審議は、厚生科学審議会及び産業構造審議会の関係委員会と合同で進めていた

だくこととしております。当省といたしましても、ご審議を踏まえ、関係各省とも十分連

携を図りながら、化学物質審査規制法の見直しを進めてまいりたいと考えておりますので、

何とぞよろしくご審議のほどお願い申し上げる次第でございます。 
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○獅山化学物質管理課長  次に、本委員会の出席委員の紹介をさせていただくところで

はございますが、本日は多数の方が出席されておられますことから、時間の都合上、お手

元に配付させていただきました座席表と委員名簿をご参照いただければと思います。なお、

事務局の紹介も省略させていただきます。 

 カメラの撮影はここまでとさせていただきますので、ご退出をお願いいたします。 

 続きまして、資料の確認をさせていただきます。お手元に配付しております資料の中に

クリップどめのものがあります。それを開いていただきまして、資料１として「委員名

簿」、資料２として「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律の見直しに係る審議

について（案）」、資料３として「化審法を巡る国内動向」、資料４として「化学物質管理

に係る国際的な動向」、一枚紙ですが資料５として「化学物質の審査・管理の在り方に関

する今後の検討課題（案）」、あと参考資料として３点でございます。産業構造審議会の中

間とりまとめ、中央環境審議会、産業構造審議会の合同会合の中間とりまとめ、そして参

考資料３として第２回化学物質環境対策小委員会の配付資料がございます。もしも抜けて

いるもの等ありましたら、事務局にお知らせ願えればと思います。 

 本日は、厚生科学審議会化学物質制度改正検討部会化学物質審査規制制度の見直しに関

する専門委員会と、産業構造審議会化学・バイオ部会化学物質管理企画小委員会について

は第１回の会合となるため、最初にそれぞれの委員会の委員長の選出手続をとらせていた

だきます。 

 なお、ご就任いただきましたそれぞれの委員長には、ただいまからその設置について３

省からご説明いたしますワーキンググループ・分科会の座長及び分科会長を兼務していた

だきたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、まず厚生科学審議会化学物質制度改正検討部会化学物質審査規制制度の見直

しに関する専門委員会の手続等について、ご説明させていただきます。厚生労働省からよ

ろしくお願いいたします。 

○山本化学物質安全対策室長  それでは、厚生科学審議会に関してご説明いたします。

資料２の４ページ目をごらんください。 

 厚生科学審議会におきましては、化審法の見直しに当たりまして、新たに化学物質制度

改正部会を設置いたしまして、今月15日にこの部会を開催いたしました。この部会におき

ましては、ここにありますように、化学物質審査規制制度の見直しに関する専門委員会を

設置いたしまして、この専門委員会で具体的な議論をしていくことにいたしました。 
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 専門委員会の構成でございますが、具体的な委員のお名前につきましては、資料１の１

ページにございますとおりであります。この部会の規定に基づきまして、専門委員会のメ

ンバーにつきましては、部会長の指名に基づいてお願いするという形になっております。

あわせて専門委員会の委員長につきましても、部会長が指名をするということになってお

りまして、専門委員会の委員長につきましては井上先生にお願いすることになっておりま

すので、よろしくお願いいたします。 

 あわせて、資料２の４ページにありますように、専門委員会のもとに、さらに詳細な議

論をしていただくためにワーキンググループを設置して、そこで議論するということも了

解をいただいておりまして、ワーキンググループのメンバーにつきましては、委員長が指

名をするということになっております。具体的なワーキンググループのメンバーにつきま

しては、資料２の５ページ目にございますように、６名の方を専門委員会の中から委員長

の指名に基づいてお願いするという形になっております。 

 厚生科学審議会については以上のとおりであります。 

○獅山化学物質管理課長  続きまして、産業構造審議会化学物質管理企画小委員会の手

続に移らせていただきます。よろしくお願いします。 

○森田化学物質安全室長  ほとんど同様でございますので、手短にさせていただきます。 

 お手元の資料、産業構造審議会の委員名簿をごらんください。２ページでございます。

小委員会につきましては、既にこの皆様方のご就任をいただいているところでございます

が、手続としまして、これから委員長の選出手続の必要がございます。 

 あわせまして、産業構造審議会でも同様に、ワーキンググループの設置等についてお諮

りをしたいと思います。それにつきましては、同じく資料の別紙８ページでございますが、

この方々にご就任をいただきたいと思います。 

 以上、委員長の選出手続及びワーキンググループの設置手続をあわせましてご了承いた

だきたいと存じます。 

 なお、小委員長につきましては、中西先生にお願いしたいと考えております。 

 以上、もしご異議なければ、ご了承いただければと思いますが、いかがでございますで

しょうか。 

     （「異議なし」の声あり） 

 ありがとうございます。 

○獅山化学物質管理課長  では、引き続きまして、中央環境審議会環境保健部会化学物
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質環境対策小委員会についてはいかがでしょうか。 

○戸田化学物質審査室長  中央環境審議会の手続及び審議の経緯につきまして、環境省

よりご説明させていただきます。 

 資料１の３ページにございます化学物質環境対策小委員会につきましては、平成18年11

月に設置されまして、そのまま佐藤先生に委員長をお願いしておりますので、中央環境審

議会といたしましては、特に委員長の指名の手続は今回ございません。 

 審議の経緯でございますが、資料２の３ページにございますように、平成18年12月に化

学物質環境対策の全体あり方についてご審議いただきまして、その結果につきまして、参

考資料３として配付させていただいているところでございます。 

 ワーキンググループにつきましては別紙４の９ページになりますけれども、佐藤委員長

の決定という形で化審法見直し分科会を設置させていただく、10ページにございますよう

な構成の分科会を設置させていただく、という手続になっております。 

 以上でございます。 

○獅山化学物質管理課長  以上で、委員長の選出手続及びワーキンググループの設置手

続は完了いたしましたので、以後の議事につきましては、それぞれの委員長に進行をお願

いいたしたいと存じます。なお、本日は経済産業省が事務局を担当しておりますことから、

本日の議事進行につきましては、産業構造審議会化学物質管理企画小委員会委員長の中西

先生にとりまとめをお願いしたく存じます。先生、ご移動をお願いいたします。 

 まず、中西委員長からごあいさつを一言お願い申し上げます。 

○中西委員長  中西でございます。おはようございます。よろしくお願いいたします。 

 化審法ができた1973年というのは本当に大変な年で、日本の産業が全部とまってしまう

かと思うような年だったのですけれども、化審法ができて正常化していくさまをずっとみ

ていまして、本当にすごいなと思いました。当時、たしか経済産業省の吉田さんという課

長さんがつくられたと記憶しているのですけれども、そういう歴史的な、しかも世界で初

めての法律の改正に関係させていただけるということは大変誇りです。どうぞ皆さんもよ

ろしくお願いいたします。 

 それでは、初めに本日の会議の公開の是非についてお諮りしたいと思います。 

 各審議会の公開につきましては、それぞれ規定のあるところでございますが、本日の会

議につきましては、公開することにより公正かつ中立な審議に著しい支障を及ぼすおそれ

がある場合、または特定な者に不当な利益もしくは不利益をもたらすおそれがある場合な
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ど、非公開とするべき場合には該当しないと考えますので、公開としたいと思いますが、

よろしいでしょうか。 

     （「異議なし」の声あり） 

 ありがとうございます。それでは、本日の会議は公開といたします。 

 なお、公開の会議の議事録は後日ホームページ等で公開されますので、あらかじめご承

知おきお願いいたします。 

 それでは、まず最初に議題の１ということで、化審法見直しに係る審議の趣旨及び議題

２のワーキンググループ等の設置の趣旨について、事務局から説明をお願いいたします。 

○山本化学物質安全対策室長  それでは、資料２に基づきまして、改めて合同審議会の

趣旨と今後の審議の進め方について、ご説明いたします。 

 今回の見直しの趣旨につきましては、既にご出席の方はご案内のとおりでありますけれ

ども、化学物質審査規制法、化審法は、昭和48年にＰＣＢの問題などを契機として制定さ

れたものでございますが、今までに昭和61年、平成15年、２回にわたって大きな改正が行

われております。平成15年に改正を行った際に、改正法の附則におきまして、読み上げま

すと、「政府は、この法律の施行（平成16年４月１日）後５年を経過した場合において、

新法の施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、新法の規定について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする」と規定されているところでございま

す。施行が平成16年４月１日でありますので、見直しの期日は平成21年４月ということに

なるわけですが、この規定に基づいて、今回、化審法の改正の内容につきまして見直しを

行うということが今回の合同審議を行う契機ということでございます。 

 また、ご存じのように、化学物質管理につきましては、法律施行後、新たな環境の変化

であるとか、化学物質管理に関して、化審法とともに基本法である化管法に関しては、昨

年８月に経済産業省、環境省の合同の審議会によって、制度見直しのための中間とりまと

めが行われたという状況がございます。化管法との一体的な運用に関する見直しの観点も

含めて、化審法の制度改正の必要性について検討を行っていくというのが、今回の合同審

議会の設置の趣旨でございます。 

 具体的な審議の進め方でありますけれども、化審法が経済産業省、環境省、厚生労働省、

３省の共管の法律であるということから、既にご説明申し上げていますように、この３省

の関係の審議会の合同の審査のもとで見直しの検討を行うということにしております。そ

れぞれの審議会の正式な名称はここにあるとおりでありまして、厚生労働省に関しては厚
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生科学審議会、経済産業省については産業構造審議会、環境省については中央環境審議会

のもとに、専門委員会ないしは小委員会を設けて、そこで審議をするということで進めて

いきたいと考えております。 

 おめくりいただいて、もう既に事務的な手続を進めておりますけれども、合同審議会の

下にワーキンググループを設けて、そのワーキンググループでさらに詳細な議論をしてい

くということにしております。各審議会のもとにワーキンググループ等を設置して、それ

らの合同ワーキンググループのもとで議論を進めていきたいと考えております。 

 資料２の説明は以上のとおりでございます。よろしくお願いいたします。 

○中西委員長  ただいま事務局からご説明がありました審議の趣旨、審議の進め方、ワ

ーキンググループをつくって議論を進めるという趣旨について、ご了解いただけますでし

ょうか。 

     （「異議なし」の声あり） 

 ありがとうございます。それでは、今後はこのような方法で審議を進めていくことにさ

せていただきたいと思います。 

 では、続いて本論に入りたいと思います。本日はできるだけ委員の皆さんに議論をして

いただく時間をつくりたいと考えておりますので、事務局からの説明については、要点を

絞って簡潔にやっていただきたいと思います。 

 まず議題 (3)の化審法の概要及び施行状況についてと議題 (4)の化学物質管理に係る国

際動向についてを続けて説明していただきます。よろしくお願いします。 

○森田化学物質安全室長  それでは、ご説明させていただきます。ただいま委員長から

も簡潔にするようにというご指示がございましたので、少し駆け足でございます。ご了承

ください。 

 お手元の資料３でございます。資料３につきましては、化審法というものの全体像をご

理解いただくためにご用意したものでございます。 

 １．でございます。先ほど来申し上げておりました化審法がそもそもどういう経緯でで

きたか、基本的にはＰＣＢのような難分解性、高蓄積性、人への長期毒性を有する化学物

質を特定化学物質として指定し、その製造、輸入を厳しく規制するという性格のものでご

ざいます。その後、化審法は数次の改正を経ております。改正内容はいろいろでございま

すが、基本的にはリスクの考え方のようなものが徐々に段階的に導入されつつある。それ

から、生態影響への配慮もするという形で進められております。 
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 最後の段落でございますが、化審法が実際にどういうものを対象として措置を講じてい

くかというところの整理でございます。まず化学物質は、毒性が急性のものと慢性のもの

と大きく分けて２つございます。実際に人にそれが摂取される経路が、直接的、あるいは

能動的、意図的にとる場合と、長期的、間接的、非意図的に摂取される場合と、いろいろ

な経路があるかと思います。そういったものも含めまして、化審法が何を対象とするかと

いうことを整理したところでございます。 

 １枚めくっていただきまして、非常に雑駁な絵ではございますが、 (2)のところで、化

学物質の各種制度における化審法の位置づけというポンチ絵がございます。今申し上げま

したとおり、横軸側に暴露と書いてございますが、実際にどういう摂取をするかという形

態でございます。縦軸が、有毒という観点でいうと急性のもの、慢性のもの、長期毒性の

ものという座標を便宜的に切らせていただきますと、化審法は恐らくハッチがけしたよう

な部分をカバーするのであろうという整理学でございます。この整理図はいろいろなとこ

ろで出てきておりますが、そういう背景がございます。 

 その下でございますが、具体的に化審法の体系を非常に端的に申し上げますと、既存化

学物質と新規化学物質という大きな２つの区分がございます。これは化審法に入っていく

入り口と思っていただけたらと思いますが、入り口としては、新しくつくるものと既に存

在しているものという２つの考え方がございます。 

 実際の規制等々につきましては４ページでございます。入り口から入ってきた物質につ

いて、化審法としては、現行法では５つの類型の化学物質に区分しております。この部分

が審査するということでございますが、主に毒性のデータに基づきまして、特定化学物質

としては第一種及び第二種。第一種はＰＣＢ等のもの、第二種につきましては、高蓄積性

といいます人の体にたまっていくという要素が第一種ほどではないというものでございま

す。監視化学物質は３種類ございまして、第一種監視と言われるものが、難分解性で、人

の体にたまるおそれがありますが、毒性としてはまだ確定していない、懸念はあるけれど

も、確定をしていないというもので、将来的には第一種特定化学物質に指定され得るもの

という整理です。第二種、第三種につきましては、人への健康影響及び生態環境への影響

というおそれの懸念。法律上、いろいろややこしいことを申し上げますが、毒性のおそれ

があり得るとされるものでございます。区分としましては下の表でございます。 

 ５ページでございますが、２．でございます。新規化学物質がどのように実施されてい

るかということを少しご紹介したいと思います。 
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 既存化学物質というものがございますが、これは後ほどご紹介いたしますが、新規化学

物質については、原則として市場に出す前に審査を受けていただくという制度がございま

す。その中で幾つかの類型がございますが、大まかに申し上げまして、新規化学物質は大

体年間 480件程度の申請がございます。その中で、さらに平成15年の法改正で設けられた

低生産量の審査の特例という措置がございまして、それが約半数でございますので、 480

の半分ぐらいはそういう特例措置を受けております。実際に 480の半分ぐらいで考えます

と、その約70％がポリマーと呼ばれる物質でございます。これは非常に高分子状のもので、

基本的には人の体内に入りにくいものといわれております。そういったものも含めまして、

全体の 480の半分で考えましたところの毒性評価をしたところ、化審法の規制対象となら

ない、いわゆる良分解性か、もしくは毒性がないであろうと思われるものが約94％、何ら

かの懸念があるかもしれないというものが６％程度という実態がございます。これについ

てはいろいろ解釈がございますが、実態として新規で出てくる物質の毒性は、事業者のご

努力、ご配慮もあるのかもしれませんが、毒性の懸念の低いものが多く出てきていると見

えるのかと思います。 

 最後、２つございまして、そういった審査の制度の特例といいますか、別枠措置という

ものが別途ございまして、その１つが少量新規制度、これは生産数量が非常に少ない、年

間１トン以下の新規化学物質に対する特例制度でございまして、年間１万数千件程度ござ

います。 

 あわせまして、15年改正で設けられました中間物制度がございますが、最終的な製品に

なる前の一時的な化学物質になるものについては、恐らくそのまま環境中に出ないという

ものでございますが、これが約 200件程度。こういった特例措置は、リスク懸念が比較的

小さいと思われるつくり方及び使われ方についての制度でございまして、こういったリス

クの低い制度をある意味で事業者も志向されるということもいえるのかなと。これはいろ

いろご議論があると思います。 

 次ページは資料でございますので省略いたしまして、８ページでございます。既存化学

物質について少しご説明したいと思います。 

 法律でございますので、どういう物質を対象とするかというのは、法律として一定の要

件を決めないといけないというのがございます。まさに化審法ができる前、昭和48年前か

らあったものは、既存のものとして取り扱わざるを得ないということで、法律はそういう

体系で進めております。新規は事業者による申請、既存につきましては、法制定時の国会
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附帯決議に基づきまして、国が基本的には安全性点検をするということで進めてきており

まして、平成18年度までに 1,600程度の物質については、基本的には化審法の事前審査に

準じた点検ということで、きっちりと点検を進めてきているところでございます。 

 そういった中で、15年改正、前回改正時でございますけれども、既存化学物質の安全性

点検をもっと推進すべきだというご議論がありましたので、それを加速するという意味で、

官民が連携して、既存化学物質について安全性情報を集めていこうというプログラムを進

めているところでございます。このプログラム等々につきましては現在進捗中でございま

して、一定の進捗状況のチェック等々も予定しているところでございます。 

 ９ページは、そういったプログラムのご紹介でございます。 

 はしょって申しわけございません。10ページ、４．でございますが、実際に今、日本の

国内においてどういう物質が存在し、使われているか等々につきまして、ざっと概観して

いただくというものでございます。 

 まず化審法の規制物質としての第一種特定化学物質は16物質ございますが、これは製造

・輸入が実質禁止されておりますので、製造・輸入はないとお考えください。 

 第二種特定化学物質が23物質指定されておりますが、このうち19物質は製造・輸入の実

態はございません。４物質ございますが、実際にはそのうち３物質程度が使われておりま

すが、これにつきましては、関係事業者に適正な管理をお願いしておりますので、毎年、

その状況については法律に基づいてチェックを受けております。 

 第一種監視化学物質が36物質ございまして、このうち23物質は製造・輸入の実態がない。

これは、第一種特定化学物質になり得るという意味では、行政としてもほかの物質に代替

していただこうという形でやってきておりますので、そういう意味では、今後とも13物質

の製造・輸入実態がございますけれども、代替の可能性等々について引き続き検討してい

くというものでございます。 

 監視化学物質の第二種、第三種がございます。これは非常に数が多うございまして、第

二種は 876物質ございます。うち 100トン以上の製造・輸入があるものが 152物質となっ

ております。第三種につきましては61物質の指定がございまして、同じように 100トン以

上の製造・輸入があるものは30物質程度でございます。これらの監視物質につきましても、

毎年、製造数量の届出をいただいておりまして、それを踏まえまして、人、健康への影響、

生態への影響等々につきまして、行政としてチェックをしておりますが、その状況からは、

法律上の措置をさらに進める必要があるという状況にはないと考えております。 
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 その次でございます。これからも議論があるかと思うのですが、既存化学物質が実際ど

れぐらいあるかというご議論があるのですが、名簿に名前だけ載っているものとしては約

２万ございます。それとは別に、新規につくられたものも名称が公示されていきますので、

それが約 6,000ございますので、名簿に載って認識されるものとしては世の中に２万 6,0

00あるわけでございますが、経済産業省が実施しております調査ベースでいきますと、実

際に製造・輸入の実態があるものは 6,800ぐらいであろう。名簿上は２万であるとか２万

 6,000であるとかという形はあるのですが、実際に我々が対象とすべきものは、この 6,8

00ぐらいのボリューム感をもってやるべきではないかと思っております。そういう意味で

は、下のほうに書いてございますが、名簿の３分の１程度ということでございます。さら

に一般的な傾向でございますが、やはり既存化学物質のほうが歴史的にも長い定着を経て

おりますので、そういったものが多く使われている、つくられているという状況にあろう

かと思います。 

 11ページは、そういった状況を表にしたものでございます。 

 以上、化審法の国内施行状況についてのご説明でございます。 

○中西委員長  それでは、環境省の方、お願いします。 

○戸田化学物質審査室長  続きまして、資料４に基づきまして、化学物質管理に関する

国際的な動向について、簡単にご説明させていただきます。資料４、20ページの資料でご

ざいますけれども、これでもほんの各項目のさわりだけしかご説明できていないのですが、

今後、ワーキンググループにおいて論点ごとにご審議をいただく際に、さらに突っ込んだ

資料を出していきたいと考えておりますので、このような事項についてもう少しちゃんと

書くべきだということがございましたら、この場でも、また後日でも、おっしゃっていた

だければと考えております。 

 資料４の１ページ目が、まずグローバルな動向として、ごあいさつにもございましたよ

うなヨハネスブルグサミットにおける2020年目標、箱に書いてございます「予防的取組方

法に留意しつつ、透明性のある科学的根拠に基づくリスク評価手順を用いて、2020年まで

にすべての化学物質を人の健康や環境への影響を最小化する方法で生産・利用されるこ

と」、こういう基本的な目標が首脳レベルで合意されております。これに基づきまして、

国際化学物質管理戦略（ＳＡＩＣＭ）が採択され、これが今後、2009年、2012年、2015年、

2020年に会合が開催されて、これがフォローアップされるということですので、我が国と

しても対応が必要になっているということでございます。 
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 先を急ぎますが、次に３ページにございますのが、化審法に深く関連するグローバルな

取り組みといたしまして、残留性有機汚染物質（ＰＯＰｓ）に関する条約について取り上

げております。この条約は、残留性、生物蓄積性、毒性が高く、長距離移動性が懸念され

る残留性有機汚染物質、例えばＰＣＢでありますとか、ダイオキシンでありますとか、そ

ういったものについて廃絶または最小化を目指していこうというものでございまして、我

が国としては、主として化審法の第一種特定化学物質で対応しているということでござい

ます。 

 最近の動きといたしまして、４ページに２つの表がございますけれども、ここに記載さ

れております１１種類の物質につきまして、現在、追加が検討されているということでご

ざいますので、こういったものへの対応が課題となるという状況にございます。 

 ５ページでございますけれども、グローバルな国際調和の動きといたしまして、化学物

質の分類及び表示に関する世界調和システム（ＧＨＳ）というものでございます。これは、

危険有害性情報の分類と表示を国際的に調和させることを目的としておりまして、５ペー

ジの下から５行目ぐらいにございますけれども、世界的なＧＨＳの完全実施目標は2008年

という状況でございます。 

 めくっていただきますと、６ページに、このような表示に代表されるようなものがＧＨ

Ｓであるということでございます。これにつきましては、化審法の枠内におきましては、

第二種特定化学物質を含む製品の表示という制度がございますけれども、ＧＨＳラベルを

使用することによって、この表示とすることができるという扱いをしているところでござ

います。また最近の動きといたしまして、2005年、2007年に改訂がされておりまして、そ

の後も改正作業が進んでおりまして、例えば慢性水性毒性データを用いた環境有害性分類

等の決定が既になされているという状況にございます。 

 ７ページは、技術的な動きとして、ＯＥＣＤにおける取り組みがございまして、化学物

質管理に関する国際標準化、国際協調の観点から、化学物質有害性試験データの相互受け

入れ、既存化学物質の安全性点検、新規化学物質の事前審査の国際調和といったような活

動が実施されております。 

 この活動の詳細につきましては、長くなりますので割愛させていただきますけれども、

８ページにございますように、ナノ材料に関する取り組みなども始まっているという状況

にございます。 

 ここまでが国際機関等における取り組みでございますけれども、諸外国の動向といたし
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まして、特に欧米を中心にご説明しておりますが、10ページの欧州のＲＥＡＣＨでござい

ます。2006年12月にＲＥＡＣＨ規則が成立して、2007年６月より段階的に施行されている

ということであります。10ページの (1)の経緯のところにございますように、欧州におき

ましては、第６次修正指令において、新規化学物質の事前審査及び既存化学物質につきま

してはリスク評価が行われてきたわけですけれども、なかなか既存化学物質の評価が進ま

ないといった問題意識を受けて、ＲＥＡＣＨがつくられた。また、2020年目標に対応した

動きであるということがいえるかと思います。 

 化学物質の登録、評価、認可及び制限でございますけれども、概要につきましては11ペ

ージにございます。最初に登録、評価がございますけれども、ＥＵにおきましては、新規

化学物質と既存化学物質の区別をなくして、１トン以上のすべての化学物質の登録を義務

づけた。さらに、これまで政府が実施していたリスク評価を事業者の義務に変更した。こ

ういったところが特徴的でございます。 

 次に、認可及び制限がございますけれども、発がん性、生殖細胞変異原性、生殖毒性物

質などの高懸念物質については、認可、制限という手段によって代替化を促進するという

仕組みになっております。 

 ３番目といたしまして、情報伝達及び成形品に含まれる化学物質に関する規制というこ

とで、安全性データシートによる、川上事業者、化学品メーカーから、それを使う事業者

への情報提供、そういった川下事業者から川上事業者への用途に関する情報の流れ、また

消費者の求めに応じて高懸念物質の含有情報を知らせなければいけないという規定が置か

れているという状況でございます。 

 次に北米の状況でございますけれども、13ページからでございます。米国におきまして

は、有害物質規制法におきまして、新規化学物質の製造前届出制度がございますとともに、

上市後の規制といたしましてインベントリー更新規則ということで、５年ごとに数量、用

途等の定期報告を義務づけているという状況にございます。 

 15ページに、既存化学物質に関します評価の取り組みとして、ボランタリーな取り組み

ということで、高生産量化学物質のチャレンジプログラムがございます。15ページの下の

ほうにございますように、約 2,000物質について、スポンサー登録された企業やコンソー

シアムによってデータ収集が行われているところでございます。 

 次のページにもございますけれども、スポンサー登録がなされていない物質につきまし

て、法に基づく試験実施要求などが発せられているという状況にございます。 
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 16ページのカナダにつきましても、製造前届出制度がございますし、また既存化学物質

対策といたしまして、まず１つは、優先物質について保健省と環境省がリスク評価を行っ

ているという取り組み。あと、約２万３千の既存化学物質について、簡易な手法を用いた

カテゴライゼーション、優先順位づけを行いまして、 4,300物質についてはさらなる取り

組みが必要。約 500物質が高優先であって、そのうち 193物質について、３年間で12バッ

チに分けてスクリーニングリスク評価を実施する。バッチごとに、産業界から法に基づく

義務的調査という手法も活用した取り組みが行われているということでございます。 

 18ページ、北米における地域連携といたしまして、ヨハネスブルグサミットの2020年目

標に向けた対応も行われているところであります。 

 ちょっと急ぎますけれども、19ページ、カナダとオーストラリアの地域連携ということ

で、同じような制度を有する国同士での共同規制の取り組みもございます。 

 最後、20ページには、中国や韓国においても新規化学物質の規制、既存化学物質の取り

組みが行われているという状況を紹介しております。 

 以上でございます。 

○中西委員長  ただいまご説明いただいた内容について、確認とかご質問がありました

らお願いします。後のほうでご意見は伺いますので、事実関係がおかしいのではないかと

か、こういうところを確認したいとか、そのようなことだけにとどめさせて頂きたいと思

います。 

 ただ、北野委員が10時半で退室しなければいけないということで、ここでご意見を伺い

たいと思います。 

○北野委員  どうもありがとうございます。どうしても出なくてはいけないので、一言

だけ。 

 冒頭、中西先生が化審法は35年ということをおっしゃって、非常に感慨深いということ

をおっしゃっていましたけれども、私自身も自分の人生は化審法とともにあったのかなと。

そろそろ私自身はフェードアウトするのですが、化審法自体はここでまた見直されて、よ

り強固なものになっていくということで、この委員会の意義を大きく認めます。 

 細かい議論は私もワーキンググループでさせていただきますが、これまで化審法の運用

で、新規物質について格段大きな問題が起きてこなかったということは、今までの私の先

輩方、先生方も含めて評価したいと思っております。 

 今から２点だけ、私の考えを申し上げさせていただきますと、先ほど戸田室長からござ
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いましたけれども、国際的な整合性といいますか、何も化審法をそれに合わせろというこ

とではなくて、いいものは入れていこうではないかという柔軟な態度でいきたい。特に私

はストックホルム条約（ＰＯＰｓ条約）の委員をしている関係上、既に11物質が議論され

ていて、日本の産業界にも大きな影響をしてくる。そうすると、ストックホルム条約の規

定、判断基準、運用があるのですが、それが化審法と多少異なっているところがあって、

その辺の整合性をこれからとっていかなければいけないのではないかということを現実的

に感じております。 

 ２つ目は、化学物質の全ライフサイクルにわたって、どこまで化審法が担保できるのか、

そういう議論もぜひしていきたい。現在の化審法だけにとどまらないで、どこまでできる

か。その辺の前広な議論をしていきたいと思っております。 

 最後ですが、私自身の考えでは、これからも規制と自主管理をうまく組み合わせていき

たい。同時に、事業者の過剰な負担にならないようなところも考えていかないといけない

のではないかと思っております。 

 わがままをいいまして申しわけありません。10時半になったら出ますので、失礼しまし

た。 

○中西委員長  どうもありがとうございました。ほかの方でご質問とか確認しておきた

いようなことはございますか。発言をとめるような議事をして大変申しわけないのですけ

れども……。 

 それでは、後のほうでまた議論の時間をとりたいと思いますので、先に進めさせていた

だきたいと思います。資料３及び資料４は今後の議論の参考にしていただければと思いま

す。 

 続きまして、次の議題 (5)の化審法見直し合同ＷＧにおける検討課題について、事務局

から説明をお願いいたします。 

○森田化学物質安全室長  それでは、ご説明させていただきます。資料５でございます。

一枚紙の表裏になっていると思います。 

 最初にお断り申し上げますが、ワーキンググループの設置の趣旨でもご説明いたしまし

たとおり、ワーキンググループでは効率的に、かつ技術的な内容を詳細にご議論いただく

というご下命がございますので、そういう意味での議論の円滑化という観点も含めて、１

つの案としてお示しをするものでございます。これからご議論いただく中で、項目の追加

であるとか、さらなるご意見等々が加わった上でご議論を進めさせていただきたい。そう

 

17



いうことになるという前提でございますので、まずそれを最初にお断り申し上げたいと思

います。 

 まずワーキンググループでございますが、４回程度に分けてやってはどうかというご提

案でございまして、この中で１回目が、先ほど北野先生からもお話がございましたが、全

体的なものの中で化審法としてやっていくべきことをしっかり位置づけていく。そこをど

う把握していくかというところからまず入ってはどうか。そこで、小さいポツはまた後で

ご説明いたしますが、その後、実際に、ある意味リスクベースと言われるような管理体系

を仮に想定する場合には、リスク評価をしっかりとやっていく必要がある。そういった問

題についてもワーキングでしっかり議論すべきではないかという意味で、第２回目にそう

いった柱を立てさせていただいております。 

 ３回目につきましては、ハザードをどう評価するか、ハザードデータをどう集めるか、

あるいはハザードデータ評価方法、新しい手法等々も含めて、どういう方法を考えるべき

かという問題が多分あろうかと思います。そういった形のものをかなり技術的等々に議論

していただきまして、第４回のワーキンググループで、実際にどういうパッケージといい

ますか、どういう体系のもとで、何をどう管理していくかという絵をイメージしていく。

さらには、そのプログラム的な具体的な道筋でありますとか、そういったものも含めてま

とめ上げる。 

 そういう意味では、イメージとしては、１回目のときに大きな絵の中でさらにどこをみ

ていくかという議論をして、方法論をかなり詳細に議論して、最後にパッケージを考える

ということでございます。 

 少し戻りまして、では第１回、どうみるかというところでございますが、ＷＳＳＤ目標

という意味でのリスクベースという考え方の中で、化審法の射程というものがどうなるか。

サプライチェーンのようなもの、基本的には事業者間の化学物質を扱っていくという考え

方がまずあろうかと。その場合のツールとしてどういうものがあるかというのが２番目の

ポツあたり。そういったものも踏まえて、では化審法で何を規制するかという具体的規制

対象としてのイメージが、１つは高リスクのおそれのある化学物質等々。このあたり、リ

スクの考え方の議論もあると思いますので、言葉じりには慎重なところはあるかと思いま

すが、そういった問題。それから、化学物質に付随して、アーティクルと書いてございま

すが、いわゆる固まった状態の成形されたものが化学物質の管理とどう連携していくかと

いうような話があろうかと思います。それから、高ハザード化学物質という形で書いてご
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ざいますが、先ほど北野先生がおっしゃったような、世界的に規制を厳しくしていく物質

は当然廃絶すべきでございますが、他方でエッセンシャル、どうしても使わないといけな

い用途が仮にあった場合、どうすべきかという話があろうかと思います。 

 第２回目につきましては、リスク評価ということでございますが、まず何のためにやる

か、だれがやるかという役割分担論が最初にあります。次に、リスク評価のためのデータ

セットという問題がございますので、それを決めて、どう集めるかという話。さらには、

リスク評価のもう一方の情報として、暴露情報と呼んでおりますが、実際どれぐらいの量

が使われ、どういう状況で使われているかという話。こういったデータを集めますと、当

然、企業の皆様の立場からすれば、機密情報が入ってくるだろうというご議論もあるのか

なと思っております。 

 ３回目につきましては、ハザード評価方法ということで、化審法の現行評価方法はある

程度確立されたものがございますし、国際的にも一定の確立された方法があるわけでござ

いますけれども、その中で、リスクの観点も含めて、ハザードをどういうところでどうい

う制度までやっていくかという議論があろうかと思っております。低生産量、少量のもの

の扱いの問題、それから、そもそも有害性懸念が低いような物質の問題が、ハザードオリ

ジナルな問題としてある。さらには、評価結果をどう開示していくかということも、評価

をする方法と表裏一体になると思っております。さらには、ＱＳＡＲと書いてございます

が、実際にデータをとらないでも、類似の物質から毒性を類推していくというアプローチ

もある程度取り入れるべきではないかということ。それから、環境中への残留可能性に関

する考え方。化審法はもともと難分解性、高蓄積性のものなので、環境中にずっと存在し

続けるという発想のものでございますが、リスクの考え方を入れていくと、そういったも

のに合わせて、使われ方によっては科学的特性プラスアルファの要因で環境中に残るもの

もあるのではないかという考え方でございます。次にナノテクというのは、新しい技術に

よって、新しい物質が出てきているという問題でございます。 

 ４回目は、以上申し上げましたようなものをまとめるプロセスでございますので、どう

いう整理かなとは思うのですが、ここで１つ言葉としまして明示的に出てきますのは、既

存化学物質を含む、市場に流通する化学物質を適切に管理するという、ここが今回の重要

な論点であろうかと思います。化審法は新規と既存という入り口論としての区分があるわ

けでございますが、実際に管理をするというフェーズになると、そういったものを含めて

市場に流通するものをまとめて考えていく。その中で、情報をどう集めるか、どういう措
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置を講じていくか、化審法が何をするかということを考える。それを、優先順位をどうつ

けるか、リストをつくるのか、どういうプログラムでやっていくのかという話があろうか

と思います。その中で、既にある程度のご議論が前回のとりまとめで終わっておりますが、

化管法と呼ばれます別途の化学物質管理法体系がございまして、そういったものとどう連

携させていくかといったことも、最後のパッケージとして考えるべきであると思います。 

 以上でございます。 

○中西委員長  事務局からご説明いただきましたが、ワーキンググループの４つの議題

がありますが、それを１つずつ分けて議論をさせていただきたいと思います。 

 まず最初、ワーキンググループ１のライフサイクルにおける化学物質管理について、皆

さんのご意見をいただきたいと思います。前に事務局から説明がありました化審法の位置

づけなども考えていただきながら、この位置づけ自体を変えるべきなのかどうか、あるい

は、この中でどういうことを考えるのかとか、そういうことを明確にしながらご意見をい

ただければありがたいと思います。では、どうぞよろしくお願いいたします。中地さん、

どうぞ。 

○中地委員  第１回のワーキンググループのテーマが、ライフサイクルにおける使用実

態を考慮した化学物質管理となっているのですが、当然、製品のライフサイクルを考えま

すと、消費者製品への波及ということも考えなければいけない。１つは質問なのですが、

サプライチェーンにおける化学物質管理のための情報伝達ツールということで、最終的な

消費者製品に含有するような化学物質も含めて考えておられるのか。 

 それと、ワーキンググループはどちらかというと産業界の方が多くて、産業界からいろ

いろな意見が出ると思うのですが、消費者保護という観点でいいますと、福田総理が消費

者庁みたいなものをつくって、総合的に管理していこうということを提案されているわけ

なので、全体的な化学物質の管理みたいなことも含めて議論をしていただきたいと思いま

す。 

○中西委員長  ほかにご意見ございませんでしょうか。辰巳委員、吉岡委員、織委員、

大塚委員という順序でいきます。お願いいたします。 

○辰巳委員  先ほどお話があったのですけれども、きのうのギョーザのことで、この対

象ではないということで、皆さん、そうだそうだとおっしゃったのですが、私たちからし

たときに、ああいう命にかかわりそうな危険なものが私たちの口に届く、まさにこれはサ

プライチェーンの関係なのだと思うのです。何かミスがあって、そのような結果になった
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のだと思いますけれども、私たちの立場からすれば、暮らしの中で化学物質の心配をしな

くてもいいようなことも含めて検討していただきたいと思っております。 

○吉岡委員  化学物質のライフサイクルといいますと、生まれてからなくなるといいま

すか、環境中に全部放出されてどこかへ行ってしまうまでだと思うのですが、製造段階に

おける人への影響は労安法で規制されているはずです。そうすると、ライフサイクルのす

べてにわたって化審法がすると考えるとおかしくなりますので、一体どこで切り分けて、

どこからどこまでがどの範囲なのかということを明確にしていただいて、ご議論をいただ

きたいと思います。 

○織委員  ３点、ワーキンググループで議論していただければという視点を述べていき

たいと思います。 

 まず１点は、ここにも書いてあるように、2020年目標の重要性を踏まえて、ぜひ化学物

質管理に関するグランドデザインをつくっていただきたいと思います。タイの化学物質管

理戦略のような形に、省庁を超えて、長期的に目標達成に向けて何をしていくのかという

グランドデザインが我が国においても必要だと思っております。その際に、既存の化審法

の範囲ではどこまで扱えるのか、どこに限界があるのか。例えば既存化学物質に関しては、

発動要件が非常に厳しくて、ある程度限界がある。そこをカバーするようなもので、Ｊａ

ｐａｎチャレンジプログラムみたいなものもできていますけれども、それの限界と機能と

いったような、今、いろいろな化審法をめぐるツールがありますが、あわせてそれらのツ

ールの限界と機能というあたりをグランドデザインの中で明確にしていただきたいと思い

ます。 

 もう１点は、サプライチェーンの情報共有という話が、化学物質のライフサイクルを考

えてやっていきましょうという話になっておりますが、特に川中ですとか、中小企業の方

たちが、自分たちは化学物質管理の情報共有が余り関心がないというか、関係ないと思っ

ているところが非常に多い。環境省が前にＲＥＡＣＨのセミナーを行ったときの企業の方

へのアンケートでも、大企業ですとか川上の方は、情報を共有していかなければいけない、

リスク評価情報を集めていかなければならないという意識が多いのですけれども、川中企

業の方、中小企業の方は何のことやらというところが非常に多いので、この辺の問題をど

うしていくのかということを少し整理していただければと思います。 

 第３点目は、今、先生もおっしゃったように、サプライチェーンの議論のところでＢto

Ｂが中心になっております。今度はＢtoＣの観点、企業から出てきた情報を消費者、国民
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にどのように情報を出していくのかという議論が重要だと思います。暴露情報に関しては、

労安法の関係で、労働者が化学物質による暴露でどういう影響があるのかという情報は出

てきている。それが消費者段階になってくると切れてしまう。消費者に一体どういう形で

健康リスクの情報を出していくのかというのは、物質データそのものを出していくのか、

あるいは用途に従っていろいろ変わってくる中で、非常に難しさはあると思うのですけれ

ども、データを集めて情報をどう出していくのかということも議論していっていただきた

いと思います。特に消費者への情報については、健康リスクをどう管理していくかという

側面だけではなくて、より消費者が環境に優しい製品をチョイスしていく、あるいは自分

たちが廃棄をしていくときに、適正に処理していくための基本情報にもなり得ると思いま

すので、その辺、ご考慮いただければと思います。 

○大塚委員  今、織委員が言われた最初のグランドデザインというお話、私もそのとお

りだと思います。先ほど資料４の１ページでも出ておりますが、ＷＳＳＤで出ているよう

な、すべての化学物質についてということと、予防的取り組み方法に留意するというとこ

ろが非常に重要だと思いますので、ぜひその観点で検討を進めていただきたいと思います。 

 関連して、ＥＵのＲＥＡＣＨというのが出てきているわけですけれども、それ自体は日

本でどうこうするということは必ずしも必要でないかもしれませんが、企業としてはＲＥ

ＡＣＨとの関係で、輸出企業については既にいろいろな負担をして対応されていると思い

ます。ヨーロッパの生態系を守るために結果的にそういうことをおやりになっているとい

うことになると思いますが、日本の生態系を守るためにも、必ずしも負担が新しくふえる

というほどではないと思いますので、ぜひご努力をしていただけるとありがたいと思いま

す。 

 今のサプライチェーンのところに関して、私もそのとおりだと思っていまして、企業間

だけではなくて、対消費者のところも含めて情報共有を進めることが非常に重要であると

思います。 

 それに関連して、第二種特定化学物質につきまして、1989年に指定が１度なされました。

あと1990年にも追加されましたけれども、その後、新しい指定がございませんので、第二

種特定化学物質というのは、製品の表示とか使用に関する指針のように、いろいろな利用

の仕方があると思いますが、必ずしも第二種特定化学物質は十分に活用されていないよう

なところもあるかと思います。なぜそうなのかということについてレビューをしていただ

けるとありがたいと思います。 
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○中西委員長  関澤委員、どうぞ。 

○関澤委員  資料３に化審法の位置づけがあるのですが、消費者に関する部分は、食品

衛生法などの個別商品ごとに法制度がよく整備されておりますので、個別商品については

個々に見直していくのだろうと思います。製造者間のものにつきましては、効率性とか実

効性の観点から、製造者間の情報伝達を中心に検討を深めていくということを念頭にご検

討いただければと思います。 

○中西委員長  ありがとうございました。ひきつづき、中杉委員どうぞ。 

○中杉委員  第１回に絡むのか、第３回に絡むのか、あれなのですが、ライフサイクル

を考慮してということで、化学物質管理を検討しましょうという話は結構だと思うのです。

全体の流れがどうだということで、その中の部分で化審法がどこをやるのかという整理が

されていくのだろうと思うのです。 

 もう１つ、先ほど化審法のご説明の中に必ずしもなかったのですが、暴露形態はどこを

考慮しているか。化学物質は今のところ、化審法の審査は実際、水系ということが中心に

なっているのですけれども、それ以外のところもありますので、そこのところをどのよう

に整理するのか。第１回目のところで全体像を書いていただいて、その中で化審法はどこ

をやる、ここはどうしてやらないのか、どこでやるのかということを整理しておいたほう

がよろしいかと思いますので、ぜひそういうものをつくっていただければと思います。 

○中西委員長  ありがとうございます。加藤委員。 

○加藤委員  今の中杉委員のお話とちょっと重なるのですけれども、暴露の形態、どう

いう性状のものがどういう使われ方をしたときに暴露が起こるか、暴露のところの情報整

備が非常に難しい。予防的な取り組み、今の化審法の事前評価というのもそれにかかわっ

てくるのですけれども、ハザードデータは集められますけれども、暴露のところはわから

ないでいるわけです。暴露も何らかのツールを整備することによって、例えば製造すると

き、あるいはそれを使うときに、自分のものはどういう用途には好ましくないというよう

な判断ができますと、製造者にとってもメリットが大きいと思います。資料３の２ページ

の消費者というところに書いてある製品カテゴリーというのはかなり限られており、リス

ク管理の必要性がかなりはっきりしたものについて規制が行われている。けれど、予防的

な取り組みという化審法の特徴を考えますと、その他の製品そのものについて、何か有害

なものがわかってから規制されるのでなく、つくる、あるいは使う前に何らかのリスクに

基づいた管理に資するような、判断ができるようなツールがあるといいと考えまして、そ
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のような議論もしていただけたらと考えます。 

○中西委員長  どうもありがとうございました。 

 きょうは皆さんのご意見をワーキンググループに反映させるということで、伺っていま

すが、事務局にどうしてもいいたいということがあれば……なしでいいですか。すみませ

ん。 

 今のご議論を簡単にまとめますと、１つは資料３の２ページにある図、化審法の位置づ

けが全体の中でどういう意味を持つのか、あるいはこれだけでいいのか、そういうことが

非常に重要であるということでした。あと、情報伝達はＢtoＢなのか、ＢtoＣまで考える

のかというようなことです。さらに、暴露の情報です。私自身は個人的に暴露のことをや

っていて、暴露というのはどちらかというと簡単だと思っているのですが、世の中全体で

いうと暴露のことが知られていない。ここのところをもっときちんとやっていかなければ

リスク評価にならないというご指摘だと思います。そういうことを含めまして、ませんが、

次のワーキンググループに伝えていきたいと思います。 

 では、次のワーキンググループ２の課題について、ご意見をお願いいたしたいと思いま

す。ワーキンググループ２は、リスク評価の必要性と効率的実施方法という課題です。よ

ろしくお願いします。林委員、どうぞお願いします。 

○林委員  ハザードベースからリスクベースへの評価ということが常にいわれてきてい

るのですけれども、なかなかそれが現実的に動いていないところがあると思います。前回

の改正のときからリスクというような言葉は出てきていたと思うのですが、今回の改正で、

その辺をもう少し明確に打ち出すことが必要だと思いますし、今のご意見にもあったよう

に、暴露の評価、解析がどうしてもこれからは大事になってくると思います。したがいま

して、そのリスク評価について、もっと内容を深めた議論をすべきではないかと考えます。 

○中西委員長  ありがとうございます。御園生委員、どうぞ。 

○御園生委員  これまでのご発言とも関係するのですけれども、２つあります。１つは

リスク評価の際に、化学物質の国民にとってリスクの順位づけを考えていただけないか。

さきほどの法律に関する絵にあるように、それぞれが部分部分でやっていて、全体が本当

にカバーされ、国民にとってリスクが低減する方向になっているのかというのがよくみえ

ないので、これから取り組むべき化学物質のリスクの順位が、国民からわかるようにして

ほしいというのが１点です。 

 それから、リスク評価は膨大な作業になるので、柔軟性というのですか、リスク評価す
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るとき、用途に応じて、厳しくデータセットを要求するものと、そうでなくてよいものに

するというような柔軟性というか、弾力のあるルールが、産業界にとっても、国民にとっ

ても、また、国際競争力の上でもプラスになるのではないのではないかと思いますので、

ご配慮いただきたいと思います。 

○中西委員長  ちょっと確認なのですが、一番最初の化学物質全体のリスクの位置づけ

というのは、化学物質の中での順位なのか、それとも化学物質等、例えば細菌感染だとか、

そういうもののリスクとの相対的な…… 

○御園生委員  今、私が申し上げたのは、化学物質の中で暴露経路のちがいも含めての

順位のことです。中西先生も順位を出されていますが、ああいうものがもっと広がると、

非常に有益であると思いますので、そういう意味です。 

○中西委員長  わかりました。ありがとうございます。では、大塚委員、織委員という

ことでお願いします。 

○大塚委員  先ほどご説明がございましたように、Ｊａｐａｎチャレンジプログラムと

かを粛々と進めていただいていると思いますけれども、なお既存化学物質についてはまだ

たくさん調査しなければいけないものが残っているという状況かと思います。 

 第２回ワーキンググループのテーマの中の特にだれがという役割分担についてお話をし

たいのですが、ご案内のように、ＲＥＡＣＨにおいては生産者のほうにリスク評価の義務

をかけるということになっていますけれども、我が国でそのとおりにする必要は必ずしも

ないと思っています。必ずしも既存化学物質についてのリスク評価が進んでいないという

状況から考えると、リスク評価に対する協力義務のようなものを生産者の方にお願いする

ということは、十分検討すべきものではないかと思います。ある種の潜在的な原因者負担

という考え方になるかと思いますが、最終的なリスク評価はもちろん今までどおり行政に

やっていただくのが適当だと思いますけれども、協力義務をかけることによって、既存化

学物質についてのリスク評価を今まで以上に早く、さらに質の高いものにしていくという

ことが重要ではないかと思っております。 

○織委員  リスク評価のところでは、リスク評価がどのように実際にリスク管理に生か

されているか、こういう議論がもうちょっとなされるべきではないかと思っております。

現実には個別の物質のリスク評価ですので、地域のリスク管理につながっていくというこ

とは難しいのかもしれないのですけれども、既に環境省、経済省で非常に有益なリスク評

価が随分行われております。これらのリスク評価が具体的にどのようにリスク管理に生か
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されているのかといったレビューをしていただいて、その情報を国民全体で共有していっ

て、これからのリスク評価はどのようにリスク管理につながっていくのかというシナリオ

がみえてこないと、なかなかリスク評価をどう進めていくのかというのも、私たちは腑に

落ちないというか、実感的に落ちないところがあるのかなと思います。 

 もう１点は、先ほど大塚委員がおっしゃっていた、リスク評価の責任をどこに持ってい

くのかという議論なのだと思うのです。ＲＥＡＣＨのように産業界にシフトしていくとい

うやり方もありますでしょうし、米国のようにボランタリーなやり方で、データを集めて、

最終的なリスク評価は国が行っていくというやり方もあるかと思います。国には国のリス

ク評価にかかわる責任がありますし、逆にリスク評価というのは国民全体にかかわる部分

なので、国がどのように関与していくのか、産業界がどのように責任をもっていくのかと

いうことを少し整理して、議論していっていただければと思います。 

○中西委員長  ありがとうございます。先に篠原委員、それから吉岡委員、お願いしま

す。 

○篠原委員  ２つ申し上げたいのですけれども、１つは御園生委員のおっしゃったよう

に、化学物質を一律に考えるのではなく、ある優先順位をつけてやるというのが非常に重

要ではないかと思います。 

 第２点目は、化審法の枠の中かどうかよくわからないのですが、ＢtoＢであるとか、Ｂ

toＣの形での情報をどうやって伝達するかということに関して、化学物質の安全性情報を

どういうところで集めて、どうやって管理していくかということが非常に重要ではないか

と思います。今、情報の国際化も随分進んできているのではないかと思いますし、今の日

本の情報基盤の整備状況からしますと、どんどん国際化から遅れていくのではないかとい

う懸念を持っております。この議論をどこでやるかはわかりませんけれども、最後のとこ

ろでも、情報基盤をどうやって整備していくか、それを誰がどう負担していくかという、

その辺のところをしっかり議論していく必要があるのではないかと思います。 

○吉岡委員  私、環境関係のリスク評価ということでお話をしたいと思うのですけれど

も、リスク評価というのは、化審法の場合には個々の化学物質については行われます。し

かしながら、化学物質全体としてみるといったような考え方から行われているわけではあ

りません。そういう意味で、先ほど織委員もおっしゃったのですが、国や地域といったよ

うな、自分の住んでいる場所でリスクがどれくらいあるのかという観点でみられるような

インデックス、あるいは研究手法を開発することを議論していただきたいと思います。 
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○中西委員長  浅田委員、どうぞ。 

○浅田委員  リスク評価のところの議論は２つあると思うのです。１つは技術論として

のリスク評価のメソドロジーの話。それをどう使っていくか。さっき織委員が若干いわれ

ましたリスク管理の話。リスク管理のところで、どこまで踏み込むかということは明確に

議論させていただきたいと思っています。本来、私自身は技術論だけだと思ったら、管理

の話になってきてしまって、例えば化学メーカーから機械産業にどうやって情報を投げ渡

すとか。それから、リスク管理でもう１つ議論しなければいけないのは、リスクというの

は絶対ゼロにならないわけで、セーフティーネットが要る。社会的なセーフティーネット

をどう考えるかということもここで議論するかということは、逆にいうと事務局のサイド

でどこまで議論するかということを明示して、問題提起していただかないと、議論が発散

するのではないかと思って、非常に不安になっております。よろしくお願いいたします。 

○中西委員長  わかりました。それでは、奥村委員と亀屋委員、お願いします。 

○河内委員代理（奥村氏）  河内委員の代理です。ビジネスを毎日やっている立場から

みたら、皆さん方のご意見は一々ごもっともなのですが、化審法ということに限定して考

えてみますと、先ほど北野委員もおっしゃったと思うのですが、新規物質で何か問題があ

ったのかと。それから、既存化学物質についても、何かそんなに問題があったとは思えま

せん。一方で、未然予防という考え方から、何かあってからでは手おくれだというご意見

があるのは重々承知しているのですけれども……。 

 ヨーロッパでも仕事をやっております。ＲＥＡＣＨがいろいろ話題になっておりますけ

れども、幾ら大きな声を出しても、ここからだとヨーロッパまで聞こえないと思いますの

で申し上げますと、ある種の見方をすると、ヨーロッパは企業も官庁も、かなり手を抜い

ているといいますか、サボってきたという側面もありまして、だから一気に急激なことが

でき上がった。ただ、ワーカビリティーについて、まだ細かいところが全然わからないと

ころがありまして、疑問点も多々あるのです。いきなりいいとこどりをしたつもりでも、

結果として悪いところをとってきて、企業に過剰な負担をかけて、これは化学メーカーだ

けではなくて、ダウンストリームにも全部影響しますので、国際競争力をそぐようなこと

にはならないようにご議論願いたいと思います。 

○亀屋委員  科学的根拠に基づいたリスク評価ということなのですが、先ほど吉岡委員

もいわれたように、地域によっても暴露の状態が変わりますし、使用法によっても暴露と

いうのは変わるのではないかと思っております。そういった意味でリスク評価が一過性と
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いいますか、ある特定のところだけをみてリスク評価を当然しなければいけないような場

合もあると思うのですけれども、そうでないものもたくさんあるのかなといったことを考

えたときに、どこまでの物質、あるいは使用のあり方をリスク評価の土俵に乗せるのか乗

せないのか。あるいは、できるだけたくさんのものをリスク評価の土俵に乗せられるよう

なリスク評価の仕方といいますか、そういった形で、リスク評価をもう少し柔軟に対応し

ていけるような仕組みをご議論いただきたいと思っております。 

 というのは、先ほどリスク管理の話にも出ましたけれども、化審法ですと、今は製造の

ところでの規制といった管理と、あとは何があるのかなというと、必要な場合に指導助言

といった、中身の具体的なところが決まっていないところの管理ということになっている

わけでありまして、化学物質がこれからたくさんふえてくるだろうと思われますが、そう

いったたくさんのものに対応できるようなリスク評価の仕方、あるいは管理のメニューと

いったものをあわせてご議論いただければと考えております。 

○中西委員長  ありがとうございました。白石委員、どうぞ。その後、新美委員と中地

委員、これでここは終わります。 

○白石委員  化審法のグランドデザインともかかわるのですけれども、そもそもリスク

評価はここに書いてあるとおりで、いろいろなレベルで実施される。リスク評価はそもそ

もリスク管理に結びつかなければいけないのですけれども、その中で、化審法は環境ベー

スかもしれませんが、例えば労働衛生関係のリスク評価。さらには、皆さんが関心のある

消費者製品からの暴露というような経路があるということで、それぞれに対して、化審法

でどこまでみるかということをきちんと整理する必要があるだろう。国民の安心・安全を

担保するために、どこまで国がやる必要があり、どこまで製造者がやる必要があるのかと

いうことをきちんと設定した上で、リスク評価について技術的な議論をされたらよいと感

じます。 

○新美委員  私はリスク評価について、今、皆様方のご議論を伺っていて、リスク評価

という言葉が多義的に使われているので、少し整理して議論されたほうがいいのではない

かと思います。幾つかの化学物質以外のところでのリスクの問題にかかわっていますと、

リスクのエスティメーションとエバリュエーションはきちんと分けるべきだということが

いわれております。リスクのエスティメーションというのは、先ほどＯＥＣＤにありまし

たように、プロファイリングに近い考え方で、ここを徹底してやった上でエバリュエーシ

ョンをすべきである。このエバリュエーションをするというのは、まさにどういうところ
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で暴露があるのか。まさに暴露されるものが弱い人なのか、かなり強い人なのか。そうい

った暴露の場におけるさまざまな要件をみた上でエバリュエートすべきだということは一

般にいわれております。 

 大きく分けてリスク評価に多義性があるときに、化審法でどの部分に重点を置いてやる

のかということをきちんと議論していただくとよろしいかと思います。これは４にもつな

がるのですけれども、その際には個別法といいますか、他の法律との関係で、何がどこを

受け持って、化審法がどう受け持つのか。そのようなこともにらみながら検討していただ

くとよろしいかと思っております。 

○中地委員  リスク評価については、だれがどの範囲でやるのかというようなことを既

に何人かの委員の方がお話しされているように、きちんと議論していただきたい。事業者

にどこまでさせるのかということについては、自主的な取り組みでできない部分は、一定

の規制みたいなことも含めてやらないといけないのではないかと思っております。説明で

はほとんど出てこなかったわけですけれども、Ｊａｐａｎチャレンジプログラムがこの４

月か５月には評価されると聞いておりますが、すべての物質について、企業がボランタリ

ーにやったかというと、そうでもないところがあるわけですから、これは第４回になるの

かもしれませんが、その辺はきちんと皆さんで話をしていかなければいけないのかなとい

うことを思っております。 

 それと、最近、私どものようなＮＧＯにも、地方自治体の方からＰＦＯＳの用途につい

て知っているかみたいなことを質問されたりすることがあるわけです。用途情報を業界の

方がきちんと出されればいいとは思うのですけれども、例えば消費者製品であったり、ど

こから来たのかということをモニタリングしていく中でも、調べていくような過程がある

わけですから、その辺で情報公開をどのように担保していくのかということについても、

もう少し議論していただきたいと思っております。 

○中西委員長  どうもありがとうございました。皆さんの要求がすごく広くて、どのよ

うにしようかなと非常に悩んでいるところです。まず林委員の、今回、リスク評価の必要

性をもう少し明確にしてほしいというのはそのとおりで、多分その線に従って今度の法改

正ができると思います。皆さんからいただきましたご意見を事務局に返しまして、ワーキ

ンググループ２のところに反映させたいと思いますが、一番大事なことは、化審法の中の

リスク評価をどうするかという議論だと思うのです。リスク評価一般をどうするかという

話ではなくて、化審法の中でリスク評価をどうすべきか。そうすると、今になって後知恵
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みたいな、この事務局のペーパーが若干広過ぎたのかなという印象ももちます。皆さんの

議論もやや発散ぎみだし、どうやって皆さんのご意見を反映させることができるかなとい

うのを、非常に苦しい思いで聞いていました。この辺は事務局とも相談しまして、もうち

ょっときちんとした形で議論を煮詰めていきたいと思います。 

 もう１つ、非常に重要なことは、浅田委員が言われた、ここでＢtoＢだとかＢtoＣだと

か、こういうことを議論するのかというのは、産業界の方にとっては非常に大事なことだ

ろうと思うのです。安易にそんなところで議論されては困るというご意見ももしかしたら

あるかもしれないので、そこも含めて、２のリスク評価の必要性というところは、化審法

の中でリスク評価をどう位置づけるかというところに、できるだけ重きを置いて議論をし

ていくということに多分なるかなと思います。その中で、多くの皆さんがいわれている問

題についてのご説明ができるかということに多分なるのではないか。いろいろなリスク評

価を化審法の中だけで全部やっていくということはあり得ないので、全体の説明の中で、

化審法はこのようにやりますという図が――皆さんからたくさんのご意見をいただいたも

のを、なるべくそこの中に事務局の努力で反映させていただいて、あるいはワーキンググ

ループの先生方の努力で何とかしていただくということで、お渡ししたいと思います。ま

とめ方も恣意的かもしませんが、申しわけありません。 

 その次、第３回のワーキンググループのテーマ、新規化学物質審査制度等のハザード評

価方法のあり方、これは化審法にかなり特化した問題で、重要な問題かと思います。どう

かご意見いただきたいと思います。お願いします。若林委員、どうぞ。 

○若林委員  私も新規物質等の評価とか審査に関係してきたのですけれども、前回の改

定で生態影響が入ったというのは非常に喜ばしいことなのですが、生態影響でのエンドポ

イントとしては、長期毒性でハザードを評価するということになっております。しかし、

実際にはスクリーニングということで、水の中にすんでいる３種の生物への毒性でスクリ

ーニングをします。その場合に、化審法の対象物質というのは水溶性が非常に低いものが

多いのです。専門的になって恐縮なのですが、ワーキンググループのメンバーではないの

で、ここで話しておかなければいけないので、申しわけないけれども、話させていただき

ます。そうしますと、溶解度で毒性がないということで、全部安全側に行ってしまう。そ

の辺を何とかワーキンググループで、本当に長期毒性がありそうなものを外さないような

システムを考えてほしい。水に溶けないものは底泥に吸着するようなものも多いですし、

何らかの方法でその辺をお考え願いたい。 
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 もう１つ、暴露のことで、先ほどいえなかったので申し上げたいのですけれども、今後、

ＰＯＰｓみたいな高濃縮性のものは業界さんもつくらなくなってくると思うのです。これ

から問題になるのは、中濃縮性の物質ではないかと思います。そういうものについて、ラ

イフサイクル全般での使用形態とか、そういうものをチェックできるような体制も必要か

なということを考えております。 

○中西委員長  ありがとうございました。それでは、林委員。 

○林委員  既にここにテーマとして挙がっているので、これ以上いわなくてもいいのか

もわからないですけれども、要するにＱＳＡＲ・カテゴリーアプローチの活用ということ

で、特にこの辺は、既存化学物質ですとか、低生産量、少量新規というようなところへの

活用をどのようにできるのかというところを議論していただければいいと思います。 

 さらに、いいＱＳＡＲのモデル等をつくるための教育データとして、ハザード評価結果

の開示ということが上に書いてありますので、これはぜひ進めていただきたいと思います。 

 さらに考え得ることは、少しでも精度の高い評価のできるＱＳＡＲモデルをつくるため

には、データの開示でなくてもいいと思うのですが、もう一歩進んだ使用を何とかできる

ような道筋をつくっていただければと考えます。 

○中西委員長  今のデータの使用というのは、例えば化審法で使われたという意味では

なく……。 

○林委員  化審法で例えば新規登録などのデータを、ＱＳＡＲ等のより精度の高いもの

にするためのラーニングデータとしての使用をお願いしたい。 

○中西委員長  西原委員。 

○西原委員  今、林委員がいわれたことと非常によく似ているのですが、まず１つは、

ハザード評価結果の開示というのがテーマにあります。確かに今いわれたように、ＱＳＡ

Ｒへの利用とかいうことで、新規化学物質のハザードデータがせっかく出ているわけです。

それについては、私は昔からいっているのですけれども、データの買い上げ、何年か前の

データでいいと思うのですが、お金で買う。もう１つ、もしくは特許権、あるいは著作権

という形で、そのデータを使わせていただきたいという具体的なことも、ワーキングとし

てやりたいと思います。 

 もっと大事なことは、私、大学におりますので、教育といいますか、そういうところに

対して、これは第３回だけでなくて、それ以外のところにも関係してくるのですけれども、

そういうデータ、あるいはリスク評価の結果を開示なりしたときに、それを安心というレ
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ベルにもっていくためには、どうしても一般の方、あるいは関係の方にわかり易く解説す

る人といいますか、リスクコミュニケーターといいますか、そういった立場の人を育成し

てほしい。これは非常に大きなことですけれども、中にもし入れられたらいいかなと思っ

ております。 

○中西委員長  ほかに。白石委員、どうぞ。それから辰巳委員。 

○白石委員  今の西原委員の意見と重なるのですけれども、ハザード評価とは直接かか

わらないかもしれないですが、ハザードデータの扱い方です。１物質１試験となるようで

すので、そういったもののデータをいかに日本でためるか、あるいは、それをどのように

流通させるかということが１つの議論の対象になるかと思います。 

 もう１つ、ＰＯＰｓ条約、北野委員がおっしゃっていたのと同じことなのですけれども、

評価基準が少しずれているところがあるということで、そういったことについてもきちん

と議論する必要があろうかと思います。 

 もう１つ、ポツの下から２番目、環境中への残留可能性に関する考え方ですけれども、

今、化審法では、良分解性物質はハザードがないとして扱っています。リスクベースの考

え方を取り入れると、量に応じて少し変わってくるのかなということがありますので、そ

ういったことに対して、良分解性物質の扱い方についても少し議論が必要かと思います。 

○辰巳委員  今回の一番下に書かれているナノテク材料の取り扱いという書き方で、現

在、技術が進んできて、私たちが使う製品の中にも、知らないままにいろいろなものが入

り込んできていて、多分使われている原料そのものに関しては、いろいろな評価の結果で

使われているのでしょうが、さらにそういう技術が加わった場合に、今の時点ではわから

ないけれども、後で何か問題が出てくるとかいうことが起こらないように、ぜひ私たちの

安心につながるようなことで、ここのところに関しては特にきちんとやっていただきたい

と思っております。先ほどＢtoＣの話があったときに、今申し上げたように、知らないま

までいるところが一番怖いもので、これにはこういうリスクがあることがわかるというこ

とは、使い方においても変わってくると思いますので、ぜひＢtoＣも視野に入れていただ

きたいということは、私たちからは重ねていいたいと思っております。 

 あともう１つ、その上の環境中への残留というお話も、使い方から、その後、例えば廃

棄などの話とつながりますと、環境中への残留ということにかかわってくると思いますの

で、やはりこれも全く同じで、使い方にちゃんと説明を加えていただくことによって、後

で失敗したということにならないように、ＢtoＣというのは大事だと私は思っております
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ので、よろしくお願いします。 

○中西委員長  宮田委員、どうぞ。 

○宮田委員  ハザード評価に関しては、最先端の科学研究をどこまで取り入れるかとい

う議論がどうしても必要だと思います。ＲＥＡＣＨにおいても、これはアニマルライツと

の関係もあるのですけれども、細胞を使ったスクリーニングのようなことが強調されてお

ります。ですから、ぜひワーキンググループの第３回では、最先端のライフサイエンスも

含めた知識を導入していただいて、現在妥当なハザード評価とは何なのかというものを議

論していただきたいと思います。 

 それから、本筋からちょっと外れますが、化審法の中に、もし改正の中で取り上げてい

ただける可能性があるとしたら、いつまでもどっちかというと日本は受け身に来ています。

化学物質の安全性の研究そのものの重要性を強調し、進行するような項目も検討していた

だければありがたいと思います。 

○中西委員長  中杉委員。 

○中杉委員  化学物質の審査をお手伝いしている立場で、審査をしているときに、毎回

――毎回というと語弊があるのですが、審査をするに当たって、技術的にこれは何だろう

という議論がたびたび出るのです。その項目についてはここでかなり整理していただいて

いると思うのですが、もう一回見直しをしていただいて、こんな議論があったということ

を資料として出していただけないか。そのときに、この中で議論するものを何にするかと

いうことを整理したいと思います。私も全部を覚え切れていないので、かなりの部分は項

目として挙げていただいていると思いますけれども、そういう作業をもう一度やっていた

だいて、第３回のワーキンググループの最初にでもご説明いただけるとありがたいと思い

ます。 

○中西委員長  中杉委員にまとめていただかなければいけないような感じなのではない

ですか。 

 菅野委員、どうぞ。 

○菅野委員  若林委員のご意見とも重複するのですが、それとナノテクの問題、最先端

の問題ともですが、有害性評価をやっている立場の人間からして、こういう物質の問題の

有害性の最大の焦点は慢性毒性だろう。５年、10年、20年かかるものであろう。これをど

うするかというのは、試験法の内容も、宮田委員がおっしゃったとおり、テクニックが進

めば試験法も変えていかなければいけないという問題もあって、急性毒性の情報がぱっと
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出た段階で、その情報だけがひとり歩きして製品が開発されてしまうという危険性をどう

担保するかという問題があると思います。この点、過去のいろいろな問題の教訓も含めて、

設定していただけたらと思います。 

 １つ、若林委員のお言葉からもわかるとおり、提案というか、意見なのですが、「水に

溶けないものは陰性になってしまうけれども、これは怪しい」、と研究している人はわか

るわけです。こういう情報をオフィシャルにリストしておくというシステムは、私が知る

限り世界で１個しかないと思うのです。これはＷＨＯのＩＡＲＣの発がんのグループ分類

のグループ３だと思います。有識者、あるいは研究者がリストするべきだというものを挙

げて、グループ３に入れているわけです。このグループ３というのは、安全だといってい

るわけではなくて、情報が足りないからこれからやるべきだと。安全になったものはグル

ープ４に落ちるわけです。発がん性などの情報が出てくるとグループ２Ｂ、２Ａ、１と上

がっていくわけです。グループ３に当たるものを皆さんにみせるというのも、１つのエキ

スパートの知識を広めるという意味では大事なのではないかと日ごろ思っているものです

から、そういうシステムのようなものも考慮願えたらと思います。 

○中西委員長  先ほどの急性毒性で安全だと判断されたけれども、慢性毒性はあるとい

うケースがありますよというご指摘ですか。 

○菅野委員  はい。 

○中西委員長  わかりました。それから、今のグループ３とかグループ４というのは、

化審法の中に監視化学物質として載ったり、それがさらに特定というようになったりする。

それ以外の、化審法に載らないところにそういうシステムを入れてほしいということです

か。 

○菅野委員  そうですね。そういうことにしておきましょう。 

○中西委員長  わかりました。 

 ほかに。吉岡委員、どうぞ。 

○吉岡委員  ハザード評価ということですけれども、ハザード評価に限らずに、できる

だけシステムをシンプルにしていただきたいと思っております。化学物質が多様な面をも

っておりますから、だんだん細かい規則がいっぱい出てきていて、とてもではないけれど

も、覚えられないという話になっております。ハザード評価につきましては、特にハザー

ドからリスクへ移る手段が非常に複雑です。といいますのは、例えば環境の場合には、三

監から二特に移っていくプロセスがありますけれども、そのプロセスが非常に複雑になっ
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ております。本来、慢性毒性が主体と考えるならば、もっとシンプルに、ここでリスクが

あると認められたならば、次の段階に行って本当にあるかどうか決めましょうというよう

な形で進んでいただきたい。そういうことも考えながらご議論をいただきたいと思います。 

○中西委員長  ありがとうございます。中地委員、どうぞ。 

○中地委員  慢性毒性ということを考える際に、現実的に起きていることとして、化学

物質過敏症のように、低濃度の暴露であっても何らかの形で被害をこうむっている人はお

られるわけですから、そういった人の問題をどのように考えるかというのも、化学物質の

毒性を考える際には、どのような法律の中で考えていくのかということも含めて、第３回

に入るのか、第４回、もうちょっと広い範囲で考えるのかもしれませんけれども、そうい

う観点からも議論を進めていただきたいと思います。 

○中西委員長  ありがとうございました。大塚委員と織委員、どうぞ。 

○大塚委員  先ほど菅野委員がおっしゃったことは私も非常に重要だと思うのです。た

だ、今までの第一種、第二種、第三種の監視化学物質とかもありますので、それとの関係

を含めながら、研究者の方がこれはちょっと怪しいと思って、情報不足を補充する必要が

あると思われるものについて、何らかのカテゴリーをつくれるかどうかわかりませんが、

検討していただけるとありがたいと思います。これは、先ほど私も申し上げさせていただ

いたＷＳＳＤのまさに予防的取り組み方法の１つとも考えられますので、科学者の方がち

ょっと怪しいと思われているのに、世の中には情報が伝わっていかなくて、何も行われな

いということを食いとめることが必要ではないかと思います。 

○織委員  私も似たような意見になってしまうのですが、化審法は昭和61年と平成15年

に大きく改正されて、平成15年改正から５年が経過しておりまして、その間の施行状況を

踏まえて、今、若林委員や菅野委員がおっしゃったようないろいろな課題が出てきている

と思います。ぜひその課題を整理していただいて、今後に向けてどこをチューンアップし

ていけばいいのかということを専門家の方にまとめていただければと思います。 

○中西委員長  たくさんのご意見、ありがとうございました。まずハザードデータの開

示ということ、それについては、非常に強い皆さんからのご意見があったということです。

これが１つ重要なことかと思います。あと、やや技術的な問題も含んでいますが、中濃縮

性の問題は、第３回ワーキンググループのペーパーの環境中への残留可能性に関する考え

方のところに集約できるかと思います。何も高濃縮性でなくても、あるいは水に溶ける溶

けないでなくても、暴露として問題があるものは考えていきましょうという考え方に帰着
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するかと思います。さらに、最新の技術を入れることとシステムを簡単にすることを両立

させることはすごく難しいと思いますが、そういうご意見があったということです。あと、

化審法の段階の枠組みの外側に枠組みをつくれというご意見がありました。大体そういう

ところでしょうか。そういうご意見があったということで、もしも私が落としたとしても

議事録にはきっちり残りますので、きちんとワーキンググループに伝えていくということ

にしたいと思います。 

 最後の議題でありますワーキンググループ４の課題、今後の化学物質管理のあり方とい

うことについて、ご意見がありましたらどうぞよろしくお願いします。安井委員、どうぞ。 

○安井委員  委員の皆様方の要求が過大で、中西先生が困惑されたのはよくわかるので

ございますけれども、私も過大な要求をさせていただこうかと思っております。せっかく

これほど大規模な審議会が動き出しましたので、日本の科学技術戦略の全体目標の１つで

あります安心と安全に対してどのように寄与するかという議論も少しはやっていただきた

い。その答えは恐らく情報をどう出すかということだろうと思うのですが、とても時間が

足りなくて、その結論まで導いていただこうとは思えないので、行政としてこれはここが

分担するべきだというような責任をどこに負わせるか、そんな議論をぜひおやりいただき

たいと思います。 

 全般的な議論はいろいろあると思うのですが、今、私が考えている情報の出し方に関す

る観点で２つのことをお願いしたいのであります。１つは、安全・安心といいますけれど

も、間が黒ポツでくっついていますが、実をいうと安全と安心は乖離状況にあるわけです。

この乖離状況をもう少し中心的に議論し、これをどう対処するかという責任をどこが負う

かということかと思います。 

 もう１つ、先ほどＢtoＢ、ＢtoＣの話があるのでありますが、ＢtoＢのＢの受け手とし

て中小企業がしばしば無視されているような気がしてしようがないのです。中小企業はキ

ャパシティーがありませんし、よくわかっていませんから。しかしながら、輸出をしてい

たりして、日本の経済活力の基盤の担い手でもありますから、そのあたりに対して、特に

ＲＥＡＣＨに対してが恐らく目前の目標かと思いますけれども、わかりやすい対応をその

あたりでもできるようなもの、これまた責任をだれが背負うかみたいなことをぜひご議論

いただきたいと思います。 

○中西委員長  ありがとうございました。増沢委員、お願いします。 

○増沢委員  ３点ほど見直しの方向性につきまして少し意見を申し上げたいと思います。 
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 まず１つは、化審法の射程の話、最初のほうから出てきているところですけれども、先

ほど白石委員がおっしゃいましたとおり、難分解性というものが必須要件になっていると

いうこと、これがリスクという観点から果たして合理性があるものであろうかということ

については、少し疑問に思っているところでございます。 

 もう１つ、これは少し突拍子もない話かもしれないのですけれども、化審法の対象その

もの、これが人工合成化学物質ということになっているわけです。もちろん審査の対象は

それということかと思うのですけれども、およそ管理の対象も人工合成化学物質だけでな

ければならないのかということについては、若干疑問に思っている部分もありまして、や

や突拍子もないことかもしれませんが、少し申し上げたいと思います。 

 ２つ目といたしまして、既存化学物質の有害性情報の整備についてですけれども、まず

悉皆性、一定量以上の生産・輸入がある物質については、やはり基礎情報につきましては

ある程度悉皆的に整備されておりませんと、リスク評価・管理等に当たりまして、優先順

位の決定ですとか、代替といったことについてもなかなか検討しにくいかと思いますので、

そういった点が大事かと思います。それに当たっては、当然だれがというところが問題に

なるわけですけれども、私としましては、社会に化学物質を供給している、能力もおあり

になるということを考えますと、事業者の方の責任はある程度制度的にもみてもいいのか

なということも考えております。もちろん行政が別の手段で、より効果的、効率的に情報

を収集することができれば、それを優先すればいいかとは思うのですけれども、基本的な

考え方としては、生産者の方の責任といったことをもう少し考える必要があるのではない

かと思っております。 

 最後になりますけれども、リスク管理方法のオプションにつきまして、これは亀屋委員

が先ほど少し指摘しておられたかと思いますが、現在の化審法につきましては、第一種特

定化学物質が極めて厳格な規制を行っているのに対しまして、第二種に関しましては行政

指導が主という形になっているかと思います。必要があればということですけれども、も

う少しいろいろな規制等、管理のオプションがあってもよいのではないかと思っていると

ころでございます。 

○中西委員長  ありがとうございました。実平委員。 

○実平委員  第４回のところに化審法と化管法の連携と書かれてございますけれども、

両方みながら事業運営をしていかなければいけないというところでは、非常に興味のある

ところでございます。リストの共通化とか、ハザード情報等々については共通のところが
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できるでありましょうし、化管法の暴露データ等々はうまく活用しながら、リスク評価を

どうするかという観点もありますけれども、この辺の連携がどうなされるか、化学物質の

総合管理的な観点から、より具体的に、どういうところがどう連携できるのかということ

を実際に議論できればいいと思っていますので、よろしくお願いします。 

 それから、第１回、第２回あたりでいえなかったものですから、少しよろしいですか。 

○中西委員長  どうぞ。 

○実平委員  サプライチェーンに当たっての情報伝達の関係なのですが、必要な情報を

必要なところまで効率よく伝えるということが重要でありまして、言葉でいえば非常に簡

単なのですけれども、実際に具体的なイメージをもって議論をしていかないと、何かでき

るという形だけで改正等々に反映されますと、なかなか実効性の上がらないものになる可

能性があるので、この辺をしっかり議論していただきたいという観点と、リスク評価全体

につきましても、リスクもあるのですが、全体的なベネフィット的なところ、社会経済性

の観点も勘案した、総合的な評価の視点も欠かせないのかなと思っていますので、よろし

くお願いします。 

○中西委員長  ありがとうございました。小出委員。 

○小出委員  ３点ばかりお話ししたいと思います。顔ぶれをみたところ、一般の新聞と

か、読者からの代表はいないようですので、新聞の立場からお話ししたいと思うのです。 

 化学物質という言葉が出たときに、新聞の読者が一番最初に考えるのは、ポジティブな

イメージではなくてネガティブなイメージだというのが現実であります。私も時々びっく

りするのですが、うちの新聞でも、先日、多分12月だと思うのですが、化学物質を全く使

わない染色、新しい色の染め方というものを普及したいという記事が生活面の頭で出てお

りました。水も恐らくすべては化学物質なのだろうからというのが我々の考え方なのです

が、やはり新聞、一般の読者のイメージは、化学物質に関してはいまだにそのような状況

であります。 

 ちょうど10年前の今ごろ、我々が何をやっていたか、世の中がどうだったかを思い起こ

していただきますと、ダイオキシンと環境ホルモンの騒動のさなかでありまして、それぞ

れいずれもリスクがありますから、そのリスクをきちんと調べて対処しなければいけない

のですけれども、実際の報道はその全体像を超えて、人類最悪の物質であるとか、そうい

う見出しが飛んでいる状況でした。我々は子孫を残せるか、というような見出しが社説に

なるような状況だったのです。その中に、例えば今行われていますような化審法の議論が
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どのくらい生きたかということを考えますと、ほとんど反映されていない状況なのです。 

 事態は変わっているかといいますと、私の感じでは余り変わっていないように思います

し、資料３の２ページのところに、それぞれの法律の位置づけという絵がございまして、

化審法はここの部分を扱うという枠ができています。法律技術論的にはこの中で扱ってい

ただかなければいけないですし、この討論もそういう形で進めていただかなければいけな

いのですが、新聞の読者、生活者は、こういう枠は全く関係ありません。昨日の有機リン

系の毒性についてもそうですし、化学物質という名前が出た途端に、これを飛び越えて不

安が飛び交うという状況です。 

 これにどのように対処したらいいかといいますと、化審法の枠はもちろん超えてしまい

ますけれども、織委員からも提案がありましたが、化学物質管理を全体的にどうするのか

という国の１つの方向性を示すことは必要でしょうし、ここに各省庁の方がおいでですが、

これは本来、内閣府にかかわる部分だと思うのですが、そうした方向の指摘なり、方向性

を出す必要があるということが討論の中で出ているということは記録していただきたい。 

 もう１つは、先ほど篠原さんからも出たと思うのですが、それをどうしたらいいか、消

費者にもそういう情報を届けるためにどうしたらいいかといいますと、総合的なデータベ

ースが必要だと思います。これはもちろん、国際化に対応するためのものでもありますけ

れども、ＮＧＯや一般の市民なり読者がアクセスしたときに、そこからどんな状況である

かということを割とたやすく引っ張り出せるようなものが、全体的な戦略の中に入ってこ

なければいけないと思うのです。 

 ２点目は、そういう審査の中で、ＲＥＡＣＨともぶつかる問題だと思うのですが、鉛と

か幾つか毒性のある物質があります。これをすべて頭から排除するという発想も硬直化し

た対応に思いますし、どういう限られた状況ならば使えるかという、むしろそういった情

報を積極的に出していただくことによって、物質にはそれぞれメリットがある、デメリッ

トもある。その中でどう扱ったらいいかという冷静な議論を熟成する１つの素地になるの

ではないかと思います。新聞の読者、それから新聞の見出しのつけ方も、毒があるのかな

いか、１かゼロという議論でやりたがるのですが、そうではない方向に導く材料の１つと

して、毒性はあってもそれをどのように使うかというアピールも必要だと思います。 

 もう１つは、環境ホルモン騒動が起こって、バックグラウンドは業界、それを取り扱っ

ている人に対しての不安感、情報がないということだったのですが、ことしで10年たって、

環境ホルモンなり環境化学物質の研究はどのようになるのか。私はその後詳しく聞いてい
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ないのですけれども、別に環境省に予算をたくさんつけろということではないのですが、

環境中の化学物質についてこのようにフォローしているということを、行政が国民にアピ

ールしていただきたいと思います。なかなか地味な話で、我々も記事にはしにくいのです

が、そういうアピールが重ねて幾つかあるということによって、安心と安全を少しずつで

も近づけるという方向に力が働くのではないかと思います。 

 以上、３点ばかりご指摘させていただきます。 

○中西委員長  ありがとうございました。北村委員、どうぞ。 

○北村委員  今回の化審法の改正は、まさにリスクというのがキーワードだと思います。

化審法はこれまでハザードが主体になってきておりましたので、その間でのプレーヤーと

いうのは、ほとんどが生産者にあったと思います。ただ、ハザードがリスクにかわるとい

うことになりますと、サプライチェーン、そして最終的には消費者も含めて、チェーン的

なつながりをもったすべての人がこれのプレーヤーになってくるというのが、現在の化学

物質に対する視点ではないかと思います。 

 そういう意味で、第４回のワーキンググループに示されております化学物質管理の在り

方という点でも、ひとえにプレーヤーが生産者だけではなしに、サプライチェーン全体が

プレーヤーになってくるのだという転換を考えなければならないということで、非常に重

要なワーキンググループが第４回目ではないかと考えております。 

 ただ、そのことが非常に重要であることは産業界も承知しているわけでございますけれ

ども、私が今、懸念しておりますのは、リスク評価、リスクのインフォメーションのエク

スチェンジの問題でございます。リスクというのは、情報を通じて上流から下流に伝えら

れるのが基本パターンでございますけれども、情報の出す側と受け側、いってみればその

２つがシンクロしていないと、情報というのは空回りで動いてしまって、ひどいときには

曲解されるということもございます。そういう意味で、情報も大事、それの公開も大事と

いうことは思いますけれども、受け側と出す側が同じような方向を向いてリスクを共有化

するという姿勢も重要ではないかと思いますので、そういった方向がどういう形でつけら

れるのか、その形をこのワーキンググループでご討議いただければと感じております。 

○中西委員長  ありがとうございました。神山委員。 

○神山委員  今、小出委員もおっしゃったのですけれども、化審法の見直しは、枠を超

えて化学物質政策をどうするのかという広い観点からも、ぜひ検討していただきたいと思

います。きのうのギョーザの問題もそうですけれども、殺虫成分が幾つもの法律にまたが
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って規制されているという現状からしますと、化学物質の性質に着目した化審法のような

法律が、すき間の法律ではなくて、全体をカバーできるような法律であるべきではないか

と思いますので、そういった化審法の見直しの枠を超えた議論もぜひお願いしたい。 

 それから、こういったことについて、環境ＮＧＯもいろいろな提言などをしております

ので、第４回の前に、そういういろいろな方たちの意見を聞くというヒアリングをやって

いただきたいと思います。よろしくお願いします。 

○中西委員長  織委員。 

○織委員  第４回のワーキンググループのテーマというのは、昨年も化審法と限定して

いないのですけれども、化学物質政策基本問題小委員会で１年間議論してきて、それなり

の結論をまとめてきていると思います。ですから、2020年の目標に向けて、リスク評価で

すとか、ＢtoＣの問題も含めて、今後の化学物質管理のあり方はどのようにあるべきかと

いう大枠は、昨年の議論をベースにしながら、その中で化審法の限界、化審法の枠の中で

はこういうことしかできなくて限界がある。だけど、目標としてはこういうものがある中

で、化審法の意義はこういうものがあった。ほかの自主的なものですとか、いろいろなツ

ールがあるけれども、それではできるのかどうかといった視点から、新たに今までの議論

をベースにして切っていただくということをしないと、第４回のところではまた多分抽象

的に、今までの議論と同じようなことになってしまうのではないかという懸念が若干あり

ます。 

○中西委員長  井上委員、どうぞお願いします。 

○井上委員  小委員長か何かを仰せつかったので、皆さんのご意見を承るほうに今まで

専念していたのですけれども、神山委員も発言された通り、化審法の枠の外の問題をどう

するかというのが最後のほうのご要望に出てきたと思うのです。化審法の枠組みの中から

化学物質をどうみるかと考えると、委員長もおっしゃいましたように、日本がある意味で

は誇ってもいい、世界に先駆けてつくった審査方法で、その内側からみると、いろいろな

点でよく整っていると言える。ただ、その中で実際に審査などに携わると、こんなことが

できないのかと思うようなことがいろいろある。それが主として第３回と第４回ワーキン

ググループのところに盛り込んでいただいてあり、これができたらいいと思うようなこと

がかなり盛り込まれたと思います。ですから、第３回と第４回については、知恵を絞って、

できるだけ化審法の枠組みをもっと完成させるということが非常に大事だと思います。ぜ

ひそのお知恵を皆様方の中から出していただきたいというのが私の要望です。 
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 一方、化審法の枠の外側から、社会とか環境の側から、化審法は一体何をやっているの

かというようにみるのと、中から外をみるのとでは大違いで、小出さんなどもおっしゃっ

ていたように、これは全く違うのです。その辺のところ、第１回と第２回のワーキンググ

ループと関連して、たくさんのご意見が出ているわけですけれども、我々技術屋の側から

すると、これをどこにどのように落とし込んで、どうやって議論すると展望が出てくるか

というのが全くわからない。それが技術屋の悲しいところで、そこのところは事務局の方

々の間に立つコーディネーターのような役割が大切なのだろうと思うのです。そこのとこ

ろを、事務局の方を含めて上手にしないとすれ違って、もっともな要望が出ていて、だけ

れども、どのように落とし込むのかがはっきりしないで、議論すべきところが議論されな

いで空転するというようなことになるのではないか。第１回と第２回についてはそんな感

じを受けました。 

○中西委員長  ありがとうございます。それでは、白石委員、関澤委員、辰巳委員と、

このように行きます。 

○白石委員  私も化審法の審査の内の中からみているので、その中で今まで議論に挙が

っていない問題点を２つぐらい挙げたいと思います。 

 １つは、少量新規、あるいは低生産量で、構造が似たものがよく出てくるという問題が

あります。そういったものをどのように管理していくかという議論が必要であろうという

こと。 

 もう１つ、化審法は、ＰＯＰｓ条約が発効した30年前にそういったことをやっていたと

いう非常にすぐれた法律であると私も思いますが、そういった中で、いわゆる高懸念物質

というものがまだ議論されていない。いわゆる高懸念物質として、化審法はＰＯＰｓのみ

を取り上げていたということがあります。例えば審査の段階で変異原性が高い物質がある

とか、そういったものに対して、余り管理対象とできないような仕組みになっているとい

うことで、ＲＥＡＣＨでは例えばＣＭＲみたいなものを高懸念物質として取り上げようと

いう動きもあるし、そういった動きに対してどのように対応するかということも、管理の

あり方の議論の対象になるのではないかと思います。 

○関澤委員  １つだけ申し上げますが、一番最後のところ、規制と自主管理のベストミ

ックスについて記載されています。既に自主的な情報提供が行われつつあるようなものに

つきましては、性急に何でもかんでも規制というのではなくて、情報提供が円滑に進むよ

うに後押しするというか、支援するような、そういう方向で議論していただくのがいいの
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ではないかと思います。そうしたほうが企業の前向きな取り組みを引き出す力になるので

はないかと思いますので、そういう点もご留意いただいた上でご議論を進めていただきた

いと思います。 

○辰巳委員  審査のときに特例というのですか、外されるものの中に、閉鎖系で使われ

る限りは大丈夫だというものもあると思うのです。その中に有害物質があると思うからい

うのですけれども、例えばパソコンやら家電が国外に出ていって、そちらで処理されると

きに、日本の国内の管理の中できちんと処理されていれば問題がなくとも、国外に出て、

今、パソコンの中国での処理で起こる環境汚染などが話題になっていますが、そこまで化

審法は及ばないだろうと思うのですが、やはり環境というのは世界一つなもので、非常に

気になっております。そういうものを取り上げていただいて、検討していただければいい

なと思っております。 

○中西委員長  ありがとうございました。新美委員、御園生委員、吉岡委員と行きたい

と思います。 

○新美委員  いろいろな委員の先生の話が出ておりますので、私、１つだけ意見を申し

上げたいと思います。それは、化審法を超えてどうするかということになると、多分この

会議だけでは済まなくなると思いますので、化審法の中でどこまで広げられるかという観

点からみますと、いろいろな規制的手法は化審法の枠を超えることは難しいと思いますが、

少なくとも情報を一元化するということは、化審法の中でもできるのだろうと思うのです。

個別法がいろいろありますし、その中で製品ごと、あるいは化学物質のデータがあると思

いますが、それを一元化する、ないしはリンクをきちんと張って、化審法の中でデータベ

ース化をしていく。そのための努力といいますか、そういうことを考えていただけるとい

いのではないかと思います。そうすると、個別法の具体的な管理の手法にどういう問題が

あるのか、他の分野における管理の手法がどのように参考になるのかというものも、化審

法の中での、いわばインフォメーションセンターの中から発信していける。そのように考

えられるのではないかと思っています。 

○御園生委員  ２点だけ、手短に申し上げたいと思います。 

 １点は、これまで繰り返し議論されてきた、先ほどの法律の絵の全体のあり方の問題と、

その中での化審法の守備範囲がどう限定されるかという点です。化審法の守備範囲につい

ては、どれぐらい広げられるのか明確にできるとありがたいと思います。全体については、

どこかで早急に議論して、化学物質管理の基本構想とか基本法とかいうものを考えていた

 

43



だかないと、ここにたくさん書いてある法律間の整合性も、国際的な調和の問題も、なか

なか議論が進まないように感じております。それはどこにどうお願いしていいのかわから

ないけれども、皆さんもいっておられますが、個人的には私もそう思います。 

 もう１つは、この法律を改正した後の実施の局面なのですけれども、恐らく産業界もい

ろいろしなければならないし、国にかかわる機関もいろいろな役割が出てくるのではない

かと思うのです。我々の属している（独）製品評価技術基盤機構（ナイト）も、リスク評

価については重要な業務としてやっているのですけれども、どこの独法もそうですが、仕

事はふえるが人と金が減るという状況ですので、どうやったらフィージブルに業務が遂行

できるかという点も、お考えいただけるものと信じておりますが、ぜひよろしくお願いし

たいと思います。 

○吉岡委員  第４回ワーキンググループのテーマなのですけれども、ここの部分にポリ

シーが入ってくると私はみております。やり方といたしまして、ポリシーというのは一番

最初に議論すべきではないだろうか。そのポリシーに従って、細かい技術的な詰めをどの

ようにやっていくべきかということを連続してするべきではないだろうかと思うのです。

例えていいますと、既存化学物質を例外的に今までと同じように扱うか扱わないかという

ことを議論して、扱わないと決めたならば、既存化学物質についてどうだこうだという細

かい部分の議論はもう要らないわけです。そうしますと、例えば公害でいきますと、ＰＰ

Ｐと呼ばれる汚染者負担の原則というのがあります。汚染者負担の原則がありますよとい

ったら、第一義は会社、企業ですよという形になります。そうすると、化学物質の場合、

第一義はどこですかとなると、ここですよと決まったならば、ここはここがやりますねと

いう話になっていって、後の議論と随分かかわり合ってくるのだろうと予測します。そう

いう意味で、これを一番最後に回すよりは、最初にやったほうがいいのではないかと思っ

ているのです。 

○中西委員長  ありがとうございました。皆さんからたくさんのご意見をいただいたの

ですが、一番問題は、資料３の２ページの図の、化審法の中で何ができ、化審法をどこま

で広げられるのかという議論と、その外側について、安井委員のいわれるように、少なく

ともここはここでやるのだと。化審法ではやらないけれども、ほかのところでやるのです

よということをはっきりいえというご意見。例えば消費者製品だったら、有害家庭用品規

制法でやるのですかと。そのようなことをきっちりいえという、皆さんからのきついご要

望をいただいたということがまず第１点、大きな問題としてあると思います。 
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 皆さんからのたくさんのご意見は、化審法以外の部分をどうするかということで、織委

員もご参加いただいた基本問題小委員会で相当議論しているわけです。それと同じような

ことを書くなという、これも厳しいご意見でした。さらに具体的に、基本法ぐらいを目指

して、きっちりした方針を出せと。これも大変なことで、ワーキンググループに皆さんの

ご意見をお伝えするわけですが、相当厳しいご意見をいただいたと思います。例えば化学

物質に対する一般の人のイメージとか、そのようなたくさんのご意見をいただきました。

この委員会の中でどこまでできるかは定かではありませんが、皆さんからのご意見は、で

きないことはできないで、どこがやるべきだということをいえというきついご要望なので、

それはお伝えして、ワーキンググループの議論に期待したいと思います。 

 ワーキンググループ４までの皆さんのご意見、どうもありがとうございました。今後、

できるだけワーキンググループの中で意見を反映させるようにして、検討していただきた

いとお願いいたします。 

 その他ですけれども、事務局から何かありますでしょうか。 

○獅山化学物質管理課長  長時間にわたりまして、さまざまなご意見を賜りまして、ど

うもありがとうございます。 

 黒川審議官がご到着いただいておりますので、おくれましたけれども、ごあいさつを賜

りたいと思います。よろしくお願いします。 

○黒川大臣官房審議官  厚生労働省大臣官房審議官の黒川と申します。本日は急に所用

が入ってしまいましたため、遅参いたしまして大変申しわけございませんでした。 

 既に冒頭、細野局長、石塚部長からごあいさつがございまして、また大変活発なご意見

が闘わされていると理解しております。私ども厚生労働省も頑張りますので、ぜひ各委員

におかれましては、引き続き忌憚のないご意見、ご議論を賜りますよう改めてお願い申し

上げまして、簡単でございますが、ごあいさつとさせていただきます。ありがとうござい

ます。 

○獅山化学物質管理課長  どうもありがとうございました。 

 最後になりますけれども、事務局からでございます。次回以降でございますが、原則と

してワーキンググループにおきまして、技術的な内容を含めた、例えば制度の施行状況、

課題、対策、オプション、中西委員長からまとめていただきました皆様方のご意見を踏ま

えまして、詳細な検討を進めていく予定でございます。 

 第１回のワーキンググループ会合につきましては、２月19日火曜日の午前10時からでご
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ざいます。また、第２回ワーキンググループにつきましては、３月27日木曜日の朝９時半

からを予定しております。場所を含めて詳細は後日連絡をいたします。なお、第３回ワー

キンググループ以降につきましては、まだ具体的な日程を確定しておりませんが、約１、

２ヵ月置きをめどに会合を開催したいと考えております。それらのワーキンググループの

検討結果をとりまとめた後に、また委員の皆様方全員が参集していただきます全体の会合

を、夏ごろだと思いますが、開催できればと考えております。いずれにいたしましても、

今後、具体的な日程調整等をお願いすることになりますので、その場合にはどうかよろし

くお願い申し上げます。 

 それから、本日の議事録でございます。冒頭、公開といったことで、ホームページでと

いう話がありました。事務局で原案を作成いたしまして、出席委員の皆様に郵送またはメ

ールをさせていただきまして、ご確認いただいた上で、本日の配付資料とともに各省のホ

ームページに掲載する予定でございます。よろしくお願い申し上げます。 

 事務局からは以上です。 

○中西委員長  きょう、ご意見いただきましたが、何せこれだけ大勢の方ですので、ご

自分の意見がいいたかったけれども、いう時間がなかったとか、誤解されてしまっている

と思えるというようなことがございましたら、事務局まで意見を出していただいて、１週

間ぐらいですね。 

○獅山化学物質管理課長  そうですね。２月19日がワーキンググループでございます。

結構近うございますので、できれば１週間ぐらいをめどにいただければと思います。事務

局いずれでも結構でございますので、お急ぎいただきたいと思います。 

○中西委員長  もう終わりにしたいと思いますが、どうしてもこれだけは聞いておかな

ければいけないということがございましたら受けます。どうぞ。 

○板倉委員  ワーキンググループの委員のメンバーの話で、中地委員でしたか、消費者

サイドの委員の数が少ないのではないかというようなお話があったかと思うのですが、そ

れについては事務局としてお考えいただけるのかどうかというのが１点。 

 もう１点、きょうのお話を聞いていますと、私自身もワーキンググループに入りますけ

れども、中身が濃い。いろいろ議論がありまして、これが本当に４回でできるのかどうか

という不安がございます。 

 それともう１つ、資料のつくり方が非常に縦割り制になっておりまして、委員で重複さ

れている方もいらっしゃるにもかかわらず、ワーキンググループの全容が１個ずつみてい
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ってもよくわからないような状況になっているというのは、やはり合同でやる資料として

は不適切なのではないかと思っておりますので、そういったことも含めて、今後の審議の

ときにはお考えいただければありがたいと思っております。 

○森田化学物質安全室長  ワーキンググループの設置でございますけれども、ワーキン

ググループ自体は技術的な内容等の検討でございまして、そこで何かを決めるという、意

思決定をするものではございませんので、そういう意味では、化審法の内容を比較的細か

くご議論いただける皆様に、今回ワーキンググループをお願いしたという次第でございま

す。その点につきましては、ぜひともご了解いただきたいと思います。 

 あわせまして、やはりたくさんの問題がございますから、いろいろな皆様方のご意見は

賜って進めていく予定でございますので、そのあたりのご要望等々につきましては、今後

とも柔軟に、さまざまな皆様からのご意見はいただいていきたいと思っております。 

 資料のつくり方につきましておしかりを受けましたが、初回は各委員会の設置の手続と

いうことでご容赦いただきたい。次回以降はしっかりと全体像がみえる形のものをできる

限り用意したいと思います。 

○中西委員長  事務局に確認なのですが、ワーキンググループの議論の結果は、その都

度、ここの全員の皆さんに報告していただけるということでよろしいですか。 

○森田化学物質安全室長  ワーキンググループも恐らく公開による議事進行ということ

が予定されますので、特に全体会合の委員の皆様方には、ワーキンググループで何が議論

されてきたかを可能な限りリアルタイムで、いろいろと手続等、処理等ございますけれど

も、できるだけ努力いたしまして、フィードバックをしつつ、かつワーキンググループも

進めていくという形で進めたいと考えております。 

○中西委員長  ほかに。――よろしいですか。 

 朝早くから、９時半から長い間、ありがとうございました。これで第１回化審法見直し

合同委員会を終了させていただきます。 

 

                                 ――了―― 
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